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   議事日程第３号       第１回定例会 

   平成２６年３月６日（木）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

再    開     午前９時３０分 

 

○鴨田俊廣議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開します。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第３号によって進めてまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○鴨田俊廣議長 日程第１、引き続き一般質問を行います。 

  通告順に質問を許します。 

 

 

 一般質問通告書 

 平成２６年３月６日（木）                        （第１回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１３ 

 

 

 

１４ 

指定管理者制度に

ついて 

 

 

公設駐車場の管理

について 

指定管理者の選定について 

（１）選定基準の見直しについて 

（２）公募の周知方法と募集期間につい

て 

（１）本町、駅前駐車場の有料化後の利

用状況について 

（２）駅駐車場の管理について 

１２番 

新 宮 征 一 

市 長 

 

 

 

市 長 

 



 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１５ 

 

 

 

１６ 

 

 

１７ 

 

 

１８ 

 

１９ 

 

 

２０ 

市の債権管理につ

いて 

 

 

公契約条例の制定

について 

 

通学路の安全確保

について 

 

寒河江市消防団の

展望について 

叙勲、名誉市民、

市の表彰者の推挙

について 

教育委員会制度に

ついて 

（１）平成２４年度末における公債権と

私債権について 

（２）債権管理適正化に向けての債権管

理条例の制定について 

本市で発注する工事、指定管理、業務

委託等にかかわる公契約条例の制定につ

いて 

（１）市管理の通学路における学校関係

者や地域等からの要望について 

（２）市道柴橋平塩線の整備について 

団員の対象人口が減じるなかでの将来

展望について 

（１）叙勲対象者の推挙について 

（２）市長、副市長、議員の表彰要件と

名誉市民からの除外について 

中教審が示した自治体の長に権限を強

化しようとする教育委員会制度「改革」

について 

１４番 

内 藤   明 

市 長 

 

 

 

市 長 

 

 

市 長 

 

 

市 長 

 

市 長 

 

 

教育委員長 

２１ 

 

２２ 

２３ 

指定管理者制度に

ついて 

道路管理について 

少子化対策子育て

支援について 

制度及び運用上の課題について 

 

市道の維持管理の課題について 

保育所運営の課題について 

１６番 

川 越 孝 男 

市 長 

 

市 長 

市 長 

２４ 

 

 

教育行政について 

 

 

 

総務文教常任委員会は２月５日（水）

に市内三中学校の管内視察を、２月１９

日（水）に本市体育協会との意見交換会

を持ちました。以下について質問しま

す。 

（１）天童市内中一女子生徒の虐め死に

ついて 

（２）市内小中学校の脳（能）力・耐

（体）力向上策について 

（３）陵東中トイレの改修計画について 

（４）本市民体育力充実策について 

１１番 

荒 木 春 吉 

教育委員長 

 

２５ 市立病院の経営改

革について 

（１）経営形態の見直しについて 

（２）経営を評価するための委員会の設

１７番 

那 須   稔 

市 長 



 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

置について 

（３）医師の増員や定着化と収入の確保

などについて 

（４）業務効率の向上や経費削減などに

貢献できる電子カルテの導入につい

て 

（５）休日夜間の初期救急医療体制につ

いて 

（６）今後の市立病院の経営改善計画に

ついて 

 

 

新宮征一議員の質問 

 

○鴨田俊廣議長 通告番号13番、14番について、12番新宮征一議員。 

○新宮征一議員 おはようございます。 

  けさあたりは何か冬に逆戻りしたような天気でありましたけれども、昔からこの時期は三寒四温

などという言葉が使われているようであります。三寒四温なのか三寒二温なのかわかりませんけれ

ども、そろそろ本格的な春がそこまで来ているのかなと、こんな感じをしているところでございま

す。そういう意味で、この３月、４月というのは、我々の生活環境の中で大きくかわりばえのする

時期だというふうに思います。それぞれ町内会の役員の改選であるとか、さまざまな課題を抱えな

がらも新しい年度に向けてスタートをすると、非常に大事な時期だというふうに思います。 

  本市におきましてもこの３月定例会に154億6,000万円の一般会計予算が計上されております。こ

れは前年対比で0.2％の増、しかも７年連続の増額予算ということでありまして、厳しい財政事情

の中にありながらも、積極的に行政に力を入れているその姿が浮き彫りになっているものと思いま

す。 

  特に、新年度の予算を見ますと、子育て支援に対する手厚い予算が盛られているなという感じを

受けたところであります。これも今言われているような少子化社会に向けた１つの対応のあらわれ

だなというように思っているところでございます。 

  そういう中にあって、最近になって指定管理者、これに移行しながらさまざまな管理などをやろ

うとしている姿が伺われるわけであります。私はこの指定管理者制度そのものというのは本当にこ

れからの時代に必要なことであって、歓迎をしているところでございます。そういう中で、私は賛

成の立場でありますけれども、昨年12月の定例会に13件の指定管理者の指定に向けての議案が提案

されました。賛成多数も含めますと13件全てが可決をされて、この26年度から新しく移行されるし

ばはし保育所、さらには、活性化センターの管理など、新たなものも含めまして26年度から再スタ

ートするわけでありますけれども、その昨年の12月議会で、私ども建設経済常任委員会に付託され

た案件が９件あったわけです。 



 

  その際に、当局から示された、いわゆる指定管理者を選定する段階での資料が提案されておりま

す。その中では、寒河江市公の施設に係る指定管理者審査選定委員会の審査を経た上で指定管理者

の候補を選定すると、こういうことでございます。これは全くそのとおりだと思うんですが、今回

この審査するに当たって、この審査の基準、選定基準にいささか私なりにちょっと不自然といいま

すか、疑問な点もございましたので、今回この問題を取り上げたところでございます。 

  通告番号13番の指定管理者制度についてでありますが、まず、先ほどこの指定管理者制度には私

は賛成だということを申しあげましたのは、私なりにこの指定管理者を活用することによってのメ

リット、あるいはその目的というものを自分なりに判断した中で、こういうことを申しあげたとこ

ろでありますけれども、今回この質問に入る前に、私も正面玄関から素直に入りますので、市長の

ほうの見解をまずただしてから具体的な質問に入りたいと思います。 

  この指定管理者制度の目的について、市長はどのように認識をされておられるのか、基本的なも

のでありますけれども、基本の基本でありますので、まずそれらをお答えいただいた上で具体的内

容に入りたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  新宮議員から指定管理者制度について御質問がございました。まず、指定管理者制度の目的とい

うことでありますが、御案内かと思いますが、指定管理者制度については、平成15年９月の地方自

治法の改正によりまして、公の施設の管理制度が改められました。公の施設については、従来公共

団体と公共的団体、そしてもう一つは公共団体が２分の１以上を出資して設立された公共団体の出

資法人に限って認められていた管理委託の対象が、その自治法の改正によりまして、地方団体など

を含む民間事業者、さらにはＮＰＯ法人など、広く民間団体や民間法人にもその対象が広げられた

ということになったところであります。 

  全国ではちょっと古い平成24年４月１日でありますけれども、現在では約７万3,500施設に指定

管理者制度導入されております。県内におきましても、県、市町村合わせて1,000近い施設におい

てこの制度が導入されている状況であります。 

  この制度については、民間事業者が有するノウハウや発想を活用することによって、施設の効用

を最大限に活用して、住民サービスの向上、さらには多様化する住民の皆さんのニーズへの効果

的・効率的な対応に寄与していくものというふうに我々も認識しております。また、導入によって

行政コストの縮減にもつながっていくものというふうに認識をしているところであります。 

  寒河江市におきましては、そういう制度改正を受けて平成18年度から導入を開始しているところ

でありまして、来年度、26年度におきましては19の施設について制度の活用を図るなど、導入を進

めようとしているところであります。以上であります。 

○鴨田俊廣議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 市長のこの指定管理者に対する目的については、全く私と共有している部分がほと

んどということにお聞きしたところでありますが、これも非常に初歩的な質問で大変申しわけない

んですが、この質問に入るためのテーブルを整えるために、この指定管理者制度の先ほど申しあげ

ました、いわゆる選定委員会の委員の構成についてまず伺っておきたいと思います。これもあくま

でも初歩的なものでありますけれども、今申しあげましたような内容でお尋ねしたいと思いますの



 

で、よろしくお願いします。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 指定管理者の選定につきましては、もちろん議会からの議決をいただくということ

になるわけでありますが、いただくに当たって候補を選定するということが必要になるわけですけ

れども、その候補者の選定、さらには、その他指定管理者制度の適切な運用を図るという目的で、

寒河江市公の施設に係る指定管理者審査選定委員会というものを設置をしております。 

  委員会ですから、委員長、副委員長、委員をもって構成をされております。委員長は副市長が、

副委員長には教育長が当たっております。委員については、制度の運用を統括する意味で政策推進

課長、それから総務課長、財政課長、そして制度を導入している施設を管理している８課長が、８

つの所属の課長が委員になって合計で13名というふうに構成されているところであります。 

○鴨田俊廣議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 それぞれのメンバーまで教えていただきましたし、13名で委員会が構成されている

ということでありますし、結果的にはこれは議会に提案をして、議会の承認が必要だということに

なってくるわけでありますけれども、今回、先ほど申しあげましたように、12月議会に提案された

のが13件提案されました。これも施設としては更新が18施設の11件、それから26年の本年の１月１

日から管理をしております屋内多目的運動場と、それから26年４月１日からの、先ほど申しあげま

した活性化センター、それからしばはし保育所、これらを含めますというと、全部で26施設、それ

に中間でまだその期限が終わってないものも５件ほどありますので、それを含めるとトータルで26

施設の契約件数としては、何カ所か同じ団体が兼務して、兼務というか、何カ所かを統括して契約

しているものもありますので、実際の施設の数と契約件数というのはこれは違うわけで、したがっ

て、今これを申しあげているんですが、いわゆる26施設の契約件数では19件、これが26年４月１日

現在での指定管理者の件数だというように捉えられるわけであります。 

  それでは、私が今回申しあげたいのは、この指定管理者を選ぶ、選定する場合、この選定基準、

これはさまざまな角度から大変幅広く検討項目が上げられております。その中でも10点から８点、

６点、４点、２点というような細かくされている部分もありますし、最高が５点で１点、基準点と

しては３点とか６点とかいろいろあるわけでありますけれども、私が申しあげたいのは、この選定

基準の基準点をまず決める段階でのこの類似施設等の管理実績、類似施設の管理実績というのがあ

るんですね。これが基準点が２点なんですね。非常に点数の配分としては低いのではないかという

感じをしたところであります。 

  なぜかといいますと、いわゆるこれいろいろこの指定管理者の件に関しては、いろんな意見があ

りますように、行政でやるべきものを民間に、先ほど市長からもありましたように管理を委託する

わけですから、指定管理を任せるわけですから、その専門性というものが私は非常に重要視されて

しかるべきかなと、そんな感じを受けたところでありました。 

  というのはなぜかというと、この類似施設の点数、類似施設の実績を評価される段階で、２点、

基準点は２点なんですけれども、２団体が申請された場合に、それを選ぶ場合に、指定管理者制度

の実績、いわゆる類似施設でなくとも、過去に指定管理者になった実績があるというと非常に点数

が８点ということで高くなるんですね。その辺に私は問題がないのかなというふうな疑問なんです。 

  ということは、専門性をもっと優先すべきでないかなというのが私の持論なんですね。つまり、



 

これかなりの分野に広がっているわけでありますけれども、公園管理やら、あるいは体育施設の管

理など、さまざま出てきますけれども、例えば保育所の管理に公園管理の管理者としての実績があ

る。したがって、そっちが高くなるというんでは、私はちょっと整合性に欠けるのではないか。そ

れが全てではありませんよ。 

  ただ、中に、特にあったのは、これ固有名詞を出しますと非常に問題が出てきますので、固有名

詞は出しませんが、１つには自主事業による施設の有効活用方策というのが、基準点が２点なんで

すけれども、選定された団体は４倍の８点なんです。８点。もう一つの団体も３倍の６点という配

点なんです。この今申しあげた自主事業による施設の有効活用ですね。 

  それと同時に、今度は類似施設の管理実績、これにいきますというと、むしろ選ばれなかった、

選定団体でないほうの施設のほうが８点というように、非常に点数が高いんです。指定された団体

は６点ということで、２点の基準点に対して片や３倍、片や４倍の６点、８点で、ただしその８点

のほうが外されているわけですね。２点点数低い６点の配点を受けた団体が指定されている。その

辺をちょっと見直すべきではないのかなというのが私の見解なんです。その辺について市長のまず

御見解を伺っておきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 指定管理者の候補の選定については、委員会で評価基準というものを定めているわ

けでありまして、新宮議員いろんな御指摘をいただきましたが、類似施設等の管理実績というもの

を設けられているところでありますが、今回は指定管理者としてふさわしい候補を選定をするとい

うための基準になっているわけであります。 

  そういった意味で、公園の指定管理を受けた団体が福祉の指定管理のほうを申請をして、そっち

の点数が高いのは果たしてどうなのかというような御意見であろうかというふうに思います。そう

いう評価方法もやっぱりあるんではないかというふうにも思います。思いますけれども、今やって

いる寒河江市での評価方法というのは、業務委託と指定管理というのは違うのではないかというよ

うな認識でいるんであります。 

  業務委託というのは、あくまでも契約内容に基づいて個別の事務や業務の執行を委託受託すると

いうことにとどまるわけでありますけれども、指定管理ということになると、施設全体の管理はも

ちろんでありますけれども、通常市が行う使用許可などの権限についても受任をする、委任を受け

るということになるわけであります。いわゆる管理代行的な内容を含むということになろうかと思

います。 

  さらにつけ加えるならば、先ほど御指摘のあった自主事業の実施などということも大変大きな要

素になっていく。単なるやっぱり業務の委託とは違うんだということになるわけであります。そう

いった意味で、選定に当たっては、使用許可などの権限、あるいは施設の利活用方策である自主事

業の実績などという面で、総合的に施設を管理する能力を有するかどうかという観点が非常に大事

な視点であるというふうに認識しているところでありまして、現在の評価基準は、その点を着目し

て加点しているというふうに考えておりますので、御理解をいただきたいなというふうに思ってい

るところであります。 

○鴨田俊廣議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 市長がおっしゃることも十分私も理解はしているつもりです。当然業務委託で受託



 

してこれまでやってきた経験と、指定管理者としての経験の重さというのは、これは十分わかりま

すけれども、先ほどから申しあげている、私が言っているのは、いわゆるその専門性という配点が

２点という基準点で専門性の高い点数のほうが落とされて、低い点数のほうが選定されている部分

がちょっと疑問を感じるということを申しあげているところなんです。 

  例えばちょっと体がぐあい悪くて病院に我々が行った。そうしたら、胃がんが発見されて手術を

しなければならないといったときに、眼科医として、目のお医者さんとしてもう何十年のキャリア

を持っている先生を選ぶか、仮に経験は少なくとも手術をする場合には外科の先生を選ぶかといっ

た場合は、やっぱりこれは外科の先生なんですよ。したがって、その専門性というものをもうちょ

っと配点に、どっちがいいとか悪いとかじゃないんですが、この専門性という、いわゆるノウハウ

の部分をもっと重点的に考えたその配点方法はないのかなということを申しあげたいんですが、今

市長からの答弁がそれでありましたので、まして今回４月１日から、先ほど申しあげました26施設

の契約件数で、19件が新たにスタートするわけでありますけれども、その中では更新された団体の

この11件に関しては、ここからまだ31年までの５カ年という長い契約期間も設定されるわけであり

ますけれども、今後の課題としてその辺をぜひ検討委員会のほうで御検討を願いたいということだ

けをまず、だけをというよりも申しあげておきますが、市長の御見解をお願いいたします。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 確かに先ほど今の市のスタンスというのはそういうスタンスでやっているわけであ

りますけれども、新宮議員から御指摘になったような内容を少し基準の中に重点を置いて評価をし

ていくという考え方もあろうかと思います。そういった意味で、この評価基準というのは固定した

ものというふうにも思いませんし、見直すべきところは見直していく必要があるというふうに思っ

ておりますから、そういった意味で、これからの選定委員会の中でもそういった議論を踏まえて、

よりよい制度となるように改善をしてまいりたいというふうに思っているところであります。 

○鴨田俊廣議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 これは先ほども申しあげました今後の課題として御検討いただきたいということで

ありますので、その際にはこれは全てにそれが必要かどうかはこれわかりませんけれども、その施

設、あるいはその事業内容によっては外部からの有識者、いわゆるその専門的な知識を持った方な

ども若干名、その事業によってですよ、入れて先ほどの庁舎内の副市長を委員長とする13名のメン

バーだけでなくて、必要に応じて、これはあくまでも必要に応じてそういったことなども考慮した

上で、今後ぜひ検討していただきたいということを御要望申しあげておきます。 

  次、通告番号14番の公設駐車場の管理についてでありますが、昨年の11月からですか、駅前駐車

場、それから本町駐車場、この２カ所が有料化されました。今回はこの通告で駅駐車場というふう

に私表記したんですけれども、これは駅駐車場ではなくて、正式には駅前広場という呼称なんだそ

うですけれども、駅前広場というと農協さんの前の11月から有料になったあそこを指しているわけ

で、ちょっとその辺理解不足だったんですが、駅駐車場というふうに表記しましたけれども、これ

は駅前広場ということの御理解をまずいただきたいと思います。 

  11月から有料化がなされたわけで、まだまだ時間的に浅いんで、ここでそれをトータル的に今後

の課題とか、あるいはこれまでの内容がどうだとかということ、データを出すには非常に期間が短

いので、それを私は今回要求するつもりはございませんが、有料化された後のいわゆる利用状況が



 

どうなっているのか。 

  さらには、市民の皆さんから何か意見とか、あるいは苦情とか要望とか、そういったものなども

含めて現段階での利用状況についてお聞きをしたいというふうに思いますので、お願いいたします。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御質問のフローラの本町駐車場、それから農協さん前の駅前駐車場については、駐

車場の適正管理と利用者の公平性確保という観点から、昨年11月から機械管理を導入させていただ

いて、一定時間を超える駐車の有料化というものを図らせていただきました。 

  ４カ月経過したところでありますから、全体的に評価をしていくということはまだ早いというふ

うには思いますが、これまでの利用台数からいくと、本町の駐車場は１日平均で約853台、駅前駐

車場は１日平均で約94台となっているようであります。 

  目的外利用と思われるような長時間の駐車が見られなくなった。商店街などを訪れる人がいつで

も駐車できるというようになってきているという声をお聞きをいたします。中心市街地の駐車場と

しての本来の利用形態になってきたのではないかというふうにも考えております。 

  また、駐車料金についても、御案内のとおり利用者に配慮して３時間までは無料にしているわけ

でありますし、１日利用した場合でも最大1,000円、さらに、駅前駐車場の場合は、ＪＲ利用者に

ついては１日300円までとしたわけでありますので、これまでいろいろ４カ月間の間で、もちろん

私のほうにもそうですけれども、担当課のほうにも大きな苦情やトラブルという声は届いておらな

いというふうに思っております。スムーズに御利用いただいているのではないかというふうに認識

しております。 

○鴨田俊廣議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 まだわずか４カ月ということでありますけれども、その間の利用状況を見ますとい

うと、数字的には先ほど市長から示されたとおりで、本来のこの目的に沿った利用がなされている

というような御認識でありますので、大変結構だなというふうに思いますが、今後の経過も見なけ

ればならない。これ冬という時期的なものもありますので、年間をトータルした中でどうなのかと

いうものも見なければならないと思うんですが、やっぱりこの本町駐車場の台数が駅前と比較して

かなり多くなっているわけですけれども、やっぱりこれは買い物のお客さんが非常に利用している

ということが、もうここに顕著にあらわれているわけですね。 

  駅前駐車場のほうは、どちらかというと商店街からある程度遠いということで、あそこの利用者

が、日中の利用者が少ないのかなと思いますが、これ私のところに届いた市民の声の１つなんです

けれども、今先ほど市長からもあったように、３時間までは無料なんですね。そうすると、夜の時

間帯に、例えば駅前駐車場を利用した場合に、これちょっと極論なんですけれども、車を入れた時

間を記憶しておいて、２時間50分になると一旦出て、そして入り直すと、そういうふうな実態があ

るんだそうです。それをどうするんだと言われても、これも果たしてこれらをどうするかというと

ころまでは規制する方法は私はないと思うので、それなりの答えを出しているんですけれども、そ

ういった実態などもあることは事実なんですね。 

  それで、その駅前駐車場が規制されたために、規制というか、有料になったために、先ほど申し

あげました駅広場、こちらのほうにかなり流れている。いわゆる駅前駐車場、本町駐車場は本来の

目的に沿った利用がなされているという、先ほど市長の答弁でありましたけれども、駅前の広場と



 

いいますか、あそこにはやっぱり本来の目的に反した駐車がなされている状況がうかがわれます。 

  これについても、当初この有料化について検討が始まった段階で、私ども議会のほうにも議員懇

談会の場で、駅広場も含めて３カ所を有料にするというような説明があったやに私記憶しているん

ですけれども、それらについて、またその場合でもＪＲとの何か協定されているものがあるという

ふうにも聞いておったわけなんですけれども、この駅広場に対する有料化についての現段階でのお

考えはいかがなものかお聞きをいたします。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 駅駐車場、駅前広場についても、先ほど新宮議員御指摘のとおり、一昨年になりま

すか、平成24年12月の議員懇談会において駅前の広場、駅駐車場についても駅前駐車場や本町駐車

場と同様に市民や利用者の公平感確保のために、ＪＲ利用者に配慮しつつ機械管理を導入して有料

化を図りたいということで、担当課長のほうから御説明させていただいたところでございます。 

  駅前の広場については、平成14年当時、市とＪＲ東日本仙台支社との間で寒河江駅前広場の管理

運営に関する協定書を結んでいるところであります。それによりまして、ＪＲ側が主管をするとい

うことになっております。そういったことで、昨年来、当初御説明をした目的を図るべくＪＲ仙台

支社と協議を重ねて、機械化導入についての協議を重ねまして、理解はいただいてきているところ

でございます。 

  しかしながら、実際その駅前広場に機械管理を導入していくということにしていきますと、現在

あの地下埋設の融雪装置というのがありまして、それを改修をしていく必要がある。あるいは可動

式駐車場周囲の柵などもつくらなければいけないというような、今可動式ですから、そういうもの

をつくらなければいけないということで、当初に考えていた以外の初期投資がかかっていくという

ふうに今見込んだところであります。 

  そういう意味で、25台の駐車スペースですから、今の想定している経費では1,300万円ぐらい全

体でかかっていくということに見積もりをしたところでありますので、なかなかその費用対効果か

らすると、すぐには実施できないのではないかということで、当初予算についての計上は見送らせ

ていただいたところであります。 

  しかしながら、御指摘のとおり、そういう我々の駅前３駐車場の趣旨に反したというか、趣旨に

沿わないような駐車が流れていくということも我々も懸念しているところでありますので、当面現

在は朝５時30分から８時30分まで指定管理者による人に立っていただいて指導しているわけであり

ます。そういう状況を見ながら、必要にあればその指導員の方を増強していく、時間帯をふやして

いくなども含めて対応を考えていくということで、状況を見守らせていただいた後にしかるべく対

応を決めていきたいということを考えているところでありますし、また経費の面で何とかもう少し

節減できて整備ができないかなどについても、改めて検討した上で対応を考えていきたいというこ

とであります。いずれにしても、こっちにとめられない人が流れていくようなことでもまずいとい

うふうに思いますので、そこら辺の管理、指導などについては十分充実していく必要があるという

ふうに認識しております。 

○鴨田俊廣議長 新宮議員。 

○新宮征一議員 確かに今市長の御答弁にもありましたように、あそこの駅前の広場の駐車スペース

に関してやっぱりＪＲの利用者が使うというのが本来の、いわゆる買い物のお客さんではなくて、



 

ＪＲを利用する人のための駐車場というのが本来の目的だと思いますので、これＪＲのほうとの協

定なんかもあったというのは、これはごく当然のことだというふうに思います。 

  ただ、その後のその協定内容について、いわゆる有料化に向けた考え方なども、市のほうではＪ

Ｒのほうにそれを示して、いろいろ話し合いの結果理解はいただいたというのは、今市長の答弁で

あったわけですけれども、確かに25台の駐車スペースに1,300万円の金をかけて、これも融雪溝が

あるためにそういった工事が非常に困難だというような御答弁でありましたけれども、25台を確保

するために1,300万円をかけてということになると、非常にこれは費用対効果という面からいって

も、そこまでやらなくてはならないのかという、逆に言えばそういった疑問も出てきます。 

  ただ、いわゆる公設の駐車場の利用の公平性というところから考えた場合には、公平性ですね。

公平性を考えた場合には、ある意味ではこれも何らかの方法を講じなければならないのかなという

気も全くしないでもありません。市長のほうからは今後さまざまな角度から検討しながら、あるい

はその推移を見た上で、今後の課題として検討といいますか、まず見てまいりたい、様子を見てい

きたいということでありますので、まず現状を的確に判断された中で今後の対応策を考えていただ

きたいということをお願いを申しあげて、私の質問を終わります。ありがとうございました。 

 

内藤 明議員の質問 

 

○鴨田俊廣議長 通告番号15番から20番までについて、14番内藤 明議員。 

○内藤 明議員 おはようございます。 

  質問の事項が多いために、前置きをなしで質問に入らせていただきたいと思います。 

  初めに、市の債権管理についてお尋ねをいたします。 

  まず初めに、24年度末における市税、国保税、下水道使用料、保育所の保育料、介護保険料など

のつまり公債権と市営住宅使用料、病院の使用料、水道料金、学校給食費などの私債権、私債権の

本市の債権合計はいかほどか伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 平成24年度末における公債権と私債権についてでありますが、市税でありますけれ

ども、これは市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税の合計で、件数にして6,125件、金額

は３億3,578万6,000円、国民健康保険税は2,935件で３億6,895万4,000円、下水道使用料945件で

2,440万円、保育料21件で450万6,000円、介護保険料216件で630万7,000円、市営住宅使用料36件で

239万1,000円、診療報酬1,447件で１億9,729万7,000円、水道料金１万9,971件、２億59万2,000円、

学校給食費18件で64万6,000円で、合わせまして11億4,087万9,000円というふうになりますが、な

お、水道料金については、料金徴収システムの関係から２月、３月分の使用料が未納額に含まれま

すので、実質的には未納額は、先ほど申しあげた11億の額より約１億6,000万円差し引いた額10億

弱というふうになろうかというふうに思います。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 大変大きな金額でありますけれども、これ決算議会の都度に話題にされるわけであ

りますけれども、この未収金対策については、各担当課でそれぞれ情報を共有しながらマニュアル

に基づいて対応されているようですが、私はこの際、むしろ一歩進めまして、全庁的な情報を共有



 

する中で、この債権条例の制定ということで考えてはどうかなというふうに思っているわけであり

ますが、つまり債権をそれぞれ発生原因となるそれぞれの法的な、法令の根拠によってそれぞれ違

うわけでありますけれども、こうした最近の多い額から考えてみまして、この適正な管理を行う必

要があるんじゃないのかなというふうに思っているわけでありまして、この徴収のノウハウを共有

するとともに、債権の管理回収をより効率的に行うための市の債権管理条例を私は進めるべきだと

いうふうに思いますが、市長の御見解を伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 少し景気がよくなりつつあるとはいってもなかなか中央には及ばない。景気が低迷

している状況、さらには、雇用情勢もなかなか好転しない、財政状況も厳しいという中で、おっし

ゃるように税を初めとする公の施設の使用料の債権回収、あるいは債権の整理などを効率的に行っ

て徴収率を向上させていくというのはひとり寒河江市のみならず、全国の自治体において非常に共

通する大変大きい課題だというふうに認識しているところであります。 

  先ほど内藤議員もおっしゃいましたけれども、いろんなそれぞれの部署でそういう努力をしてい

るわけでありますけれども、なかなか債権者の情報を共有化できないというのもやっぱり１つの大

きい課題になっておりまして、苦労しているという状況もあろうかというふうに思います。 

  そういった意味から、住民負担の公平性、財源を確保し健全な財政運営を図るということで、債

権管理の具体的取り組み、債権回収の手続、回収見込みのない債権整理などを規定した、おっしゃ

るような債権管理条例の制定でありますとか、マニュアルなどを策定して対応している自治体もあ

るというふうに認識をしています。 

  当寒河江市におきましても平成17年策定をいたしました行財政改革大綱で、歳入を確保するため

に税及び税外収入金の収入担当によるプロジェクトチームなどを組織して、収納率向上を努めてき

ているところでありますし、18年度からは所管課が一体となって情報を共有し、回収に当たってき

たという状況があります。現在は御案内のとおり、税務課では時間外の納税相談でありますとか、

コールセンターでの納税通知、さらには、水道事業所、下水道課にあっては未払い者への全戸訪問、

その他納入者との面談等を実施するということで、担当課のほうで個別に対策を講じてきていると

ころであります。 

  御案内のとおり、最近というか、去年からですけれども、水道料金、あるいは下水道料金、そし

て26年度からは市税のコンビニ納付なども実施をさせていただくということで、未納を出さないよ

うな工夫、対策をそれぞれの部署で実施しているところであります。そういう意味で、回収見込み

のない債権の整理なども適切に処理していっているところでございます。 

  我々としてはこうした取り組みを充実しながらも、もちろん検証をしていく必要がある、その効

果というものを検証していく必要があります。そういったことと、あるいはこの条例、おっしゃる

ような条例について制定している自治体におけるその効果なども調査しながら、問題点などについ

ても検討しながら研究していく必要があるというふうに認識しているところでございます。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 ぜひ研究を進めていただきたいというふうに思いますが、これ誤解あると困ります

ので、申しあげますけれども、市長も言われましたように、もちろんこの条例を定めるに当たって

は、この債権の放棄というふうな問題も出てくるだろうと思います。ですから、この何かの取り立



 

て屋みたいなつもりで私は申しあげているつもりはありません。市長も言われましたとおり、つま

り財政の健全化へ向けて大変大きくなっているこの債権について、市民の負担の公平性の確保とい

う点からも、ぜひ研究を進めていただきたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いし

たいというふうに思います。 

  続きまして、公契約条例の制定について伺いたいというふうに思います。 

  全国の地方自治体で発注している公共工事、あるいは指定管理者、それから業務委託等の入札に

おいて、価格競争の結果、労働報酬の引き下げ等による労働環境の悪化が最近指摘をされていると

ころであります。そして、その悪化は、とりもなおさず雇用条件だけでなくて、労働意欲の低下を

もたらすというふうに言われておりますし、発注者である地方自治体の事業の質の低下、こういう

ふうなものも懸念をされているところであります。 

  そしてまた、一方で、そのサービスを受ける市民の安心・安全というふうな視点からすると、そ

ういう点についてもまた懸念をされるというふうな状況にあります。このことは、仕事を受ける企

業側にも安定経営という上でも支障を来すというふうに思いますし、結果として市民生活にも影響

してくるだろうというふうに思われるわけでありますし、この事業者に発注する際、この最低賃金

等を規定をする、定めておくこの公契約条例を私は定めておくべきではないのかなというふうに考

えますが、市長の御見解を伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 端的に言うと、賃金の最低基準を定めておく公契約条例の制定についての見解はど

うかということでありますけれども、御指摘のとおり、一定以上の賃金を確保するということが民

間に波及していった場合に、競争条件が対等となって公正な競争が促されるという利点があるわけ

でありますが、反面公共事業の賃金相場が上昇してしまう、また、最低基準額を定めることによっ

て、正常な経済活動を阻害することなどが懸念されるということも一面言われているようでありま

して、以前にも内藤議員から御質問いただいて検討する旨の御答弁をさせていただいたところであ

りますけれども、全国的にもまだこの公契約条例を制定した自治体は少ないというような状況であ

ります。建設工事以外の業務委託などの発注に係る積算体系の確立をどうしていくのかなどという

必要な調査が多々あるわけでありますので、現時点でなかなかそういう条例の制定まで踏み切る判

断は難しいのではないかというふうに思っているところであります。 

  県内にも一部そういう条例制定に向けた動きがあるというふうに聞いておりますので、そういっ

た状況を踏まえながら、市としては適正な労働条件、あるいは賃金条件を評価できるような総合評

価落札方式の導入なども含めて、引き続き総合的に検討していく必要があるというふうに認識して

いるところであります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 総合的にいろいろ研究したいというふうなことでありますけれども、最近新聞等に

は、この地方公共団体の公共事業の入札で入札不調が続出しているというふうに新聞等で話題にな

っておりますけれども、何で不調かというふうにいいますと、市長御承知かというふうに思います

が、新聞等でお読みになっているというふうに思いますけれども、この建設業界の人手不足である

というふうに、もちろんそこにはさきの大震災での公共工事の増加なんかもあるというふうに思い

ますけれども、そういうふうに言われているんですね。その建設業界の、つまり低賃金の実態があ



 

ってなかなか人手が集まらないというふうな状況があります。先般の新聞にも載っておりましたが、

この待遇改善が必要なんじゃないかと、こういうふうに言われております。 

  国土交通省は、2014年度に自治体を公募してモデル事業を実施して、その発注方針に関する自治

体向けのマニュアルを作成するというふうに報道されております。この公共事業に対する算定費用

を上げるというふうな形になるんだそうでありますが、そのことに関して建設作業員の労務単価を

引き上げるというふうなことを考えているそうであります。 

  そういうふうな例えばモデル事業が出ましても、例えば法的な縛りやなんかがない場合に、下請

や孫請、そういう段階に来ると結局労働者の給与、賃金が確実にそうしたところに反映ができない

んじゃないかというふうなことが懸念をされるわけでありますけれども、そういうことをチェック

していくようなシステムを地方自治体からやっぱりつくり上げていくべきではないのかなというふ

うに思います。 

  もちろんこれは国の法的な整備があればそれにこしたことはないんですが、そこまでどうもいか

ないような気がいたします。しかし、このままでいきますと、建設業界、日本の国の建設業がだめ

になっていくような気がするんですね。ですから、ぜひ市長の考えもあるようでありますけれども、

こうしたことについて踏み込んでぜひ検討すべきであるというふうに考えますが、そうした現況に

ついてどういうふうに思われますか、市長のお考えありましたら承りたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 いろいろマスコミ情報、あるいは各自治体のいろんな公共事業などについてなかな

か受注者が決まらないというような原因が、資材の高騰もありますけれども、人手不足というよう

な原因でそういう仕事が進んでいかないというふうな状況が最近多々見受けられるというようなと

ころもありますし、また大震災の影響で、人材もあちらのほうにとられていっているというような

状況があろうかというふうに思いますが、そういった意味で国のほうも労務単価の引き上げなどと

いうことで、そういう処遇改善と申しましょうか、賃金の上昇を誘発するような改正をしていこう

ということでありますし、我々としてもやっぱりずっと建設業界というのは右肩下がりできた状況

がありますので、ここである程度少しおっしゃるように体制を強化していかないと、さらに落ち込

んでしまうというようなところがあるというふうに思いますから、我々もいろいろ業界の団体など

との意見交換をさせていただきながら、将来にわたってのいろんな社会資本の整備を担っていただ

くような体制の充実に向けて協力していくということを考えていきたいというふうに思っていると

ころであります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 これまでは例えば入札、公共事業の入札等に関しての問題について申しあげました

ので、この先は指定管理者の問題について述べさせていただきたいというふうに思いますけれども、

この前もたしか申しあげたかもしれません。全国的にこの状況について申しあげたところがありま

すけれども、指定管理者等によって、低賃金によって全国の保育所等の労働条件が悪化する中で、

事故が多発化傾向にあるというふうなことも新聞等に載っておりました。保育所の充実ということ

は大変重要なことでありますけれども、そういうことで住民のニーズに応えるということも大変重

要なことだというふうに思います。 

  しかし、一方では、子供を育てるための１つの施設でありますから、つまりそういう意味では質



 

の向上、保育の質の向上というふうなことも重要な視点ではないのかなというふうに思います。総

務省の、先日も遠藤議員からありましたけれども、指定管理者についての制度運用についてという

ふうなことで通知があったというようなお話がございました。 

  その中では、やっぱり公契約条例を制定するには適切な配慮について留意することということが

ございます。つまり労働条件等もやっぱりきちっと指定管理者を指定するほうでは踏まえておくべ

きだということだろうというふうに思います。そこで言わんとしていることはですね、そうしたこ

ともあってそういう通知が出されているというふうに思いますので、条件が保育所における保育士

の労働条件も大変厳しいものになっているというふうに言われておりますので、どうぞ検討なさる

際はそうしたところについても御研究をさらに積まれていただいて検討をしていただきたいという

ふうに思います。実態はいろいろあるんですが、時間がないので申しあげませんけれども、建設業

界の実態とか保育所の実態とか、全国的なものですよ、ありますけれども、申しあげませんが、ぜ

ひそうしたところも含めて研究、御検討をいただきたいというふうに御要請をしておきたいと思い

ます。 

  それから、次に、通学路の安全確保ということでお尋ねをしてまいりたいと思います。 

  学区単位の議員懇談会とか、ＰＴＡとか、学校関係者と懇談会とか随時行われますが、その都度

こうした通学路の安全確保ということで提起をされております。そこでお尋ねをしたいというふう

に思いますが、総括的に伺いますけれども、市道の中で通学路に指定をされておって、そのうち学

校関係者、あるいは地域から、そこは危険だなというふうに指摘をされて改善・改修等の要望がな

されているところはどれくらいあるのか最初に伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 小学校の通学路、または中学生が利用している市道における危険箇所の改善要望に

ついては、町内会やＰＴＡの方から要望書をいただいておるところでありまして、また、通学路の

総合安全点検ということで、子ども見守り隊、学校関係者、それから警察署の関係者が調査した結

果の市道の改善箇所というのもございます。要望書と重複されている箇所もありますが、合わせて

現在16カ所ほどの要望箇所があるというふうに認識しております。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 16カ所あると、重複もあると言われましたけれども、16カ所というふうに認識され

ているということでありますが、その中で緊急を要するというふうに認識をされているところは何

カ所あって、具体的なところを伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在緊急を要する箇所という認識をしている箇所については、特に危険性の高い市

道若葉町陵南中学校線の肉の長栄さん前の交差点から陵南中学校までの間で、歩道がないというこ

とで、250メートルの区間であります。現在歩道設置工事を実施しているところであります。 

  また、先般杉沼議員からも質問いただいたところでありますが、市道柴橋平塩線の長生園前交差

点から中央工業団地に向けて歩道整備を含めた道路拡幅の事業、これは26年度から着手するという

ことにしております。そのほかに、先月通学路になっていました市民浴場付近の市道島落衣線で交

通事故が発生をしているところでありまして、こうした危険箇所については歩道の整備など順次改

修整備を進めてまいりたいというふうに考えているところであります。 



 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 そうした危険箇所については、一日も早く改善、改修を行っていただくようにお願

いをしたいというふうに思いますが、そこで具体的に柴橋平塩線の問題も出されました。私も通告

をしておりましたが、さきに杉沼議員がこの質問を行っておりますので、重複を避けたいというふ

うに思いますが、その中で、平成26年度に今着手するというようなお話がございました。そこで、

完成する目標年度は何年というふうに大体定められておるのか伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 完成年度につきましては、用地買収、それから物件補償などもありますから、３年

間ぐらいで整備をしていきたいということで、目標を立てているところでございます。国の交付金

の関係もありますから、できるだけ早期に完成を進めてまいりたいというふうに考えているところ

であります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 先般柴橋平塩線の平塩橋のかけかえのことも質問がありましたが、クア・パーク地

内のあそこには屋内運動場ができたわけでありまして、あそこは災害時には物資搬入の拠点施設と

なることから、例えば高速道路が崩壊したとかというふうになりますと、使える道路というのは限

られてくるわけですよね。どうしても国道458号からのアクセスというふうなことでの重要性が増

してくるというふうに思いますし、これは通学路、生活道路ということだけではなくて、そういう

ふうな視点からすると、そのかけかえというのは非常に重要なことになってくるなというふうに思

うわけでありますが、橋のかけかえは県・国等にさらに要望を強めていただくというふうなことで

対応していただきたいというふうに思いますけれども、なお、この前、市道の管理責任者として見

通しを立てる中で対応しなくちゃいかんというふうな話もありましたが、当面そういうふうなこと

で、ぜひさらに要望を強くしていただくとともに、その先の南側についてもまだ改修の必要がある

んだろうなというふうに思いますので、そうしたところについてのこの安全確保というふうな点か

らの整備についてはどのようなお考えがあるのか伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御指摘のとおり、国道458号線からチェリークア・パークの多目的運動場との緊急

時の物資の輸送路ということもこの路線は想定されるというふうに思いますので、御案内のとおり、

平塩橋も含めた国道458号から中央工業団地を経由し県道寒河江西川線に至る市道を県道として整

備していただけるように県に要望してきているところであります。もちろんその中には国道458号

から平塩橋までの区間の整備というものも当然含まれているというふうに思います。引き続き県の

ほうに強く要望を申しあげながら、また市独自での対応などもいろいろ検討しながら、早急にその

対応方針というものを決めていく必要があるというふうに認識しているところであります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 安全確保というふうなことにかかわる問題でありますので、早急に対応をお願いを

したいというふうに思います。 

  続いて、寒河江市消防団の展望についてお尋ねをしたいというふうに思います。 

  近年というよりも大震災以降、消防団組織の重要性が叫ばれる反面、対象となる若年層が減少し

ているというふうなことで、この消防団組織の維持が困難な状況になっておって、再度退団者への



 

加入の呼びかけとか、あるいは勧誘とか、ＯＢ組織の立ち上げとか、そういうふうなことをなさっ

ている自治体があるというふうに聞いております。 

  また、あるところでは婦人消防隊といいますか、女性消防隊といいますか、そういうふうな組織

までつくっているという自治体もあるというふうにお聞きをしているところでありますが、本市に

おいても将来そうした若い方々の減少に伴って、この消防団組織の維持が非常に困難になってくる

なというふうに思われます。そんなに遠くない将来、そういうふうに多分なるであろうというふう

に思われますが、それを見据えたやっぱり対応も考えておくべきだというふうに思いますが、市長

の見解を伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 消防団員の定数については、消防庁の消防力整備基準に基づいて算定をすると、寒

河江市の消防団員数というのは定員が831名になるんですね。現在824名でありますから、充足率

99.2％と大変充足率が高い状況になっています。 

  ただ、しかしながら、おっしゃるとおり入団対象となる若年層の減少とともに、消防活動と仕事

の両立が難しいとか、勤務先が市外なので活動が難しいなどという理由から入団に難色を示す若者

もおって、団員の確保に苦慮している地域もあるというふうになっているようであります。地域を

守るための消防団ですから、やっぱり地域ごとに適正な配置が必要だというふうになろうかと思い

ます。そういった対策をやはりおっしゃるように今のうちから考えていく、あるいは講じていくと

いうことが必要になってくるところでありますし、また、一方で、機動力という面で能力のある消

防ポンプの配置などを行って、設備の充実を図ることによって団員数の減少に対応するということ

も一面では必要になってくるのではないかというふうにも考えているところであります。 

  また、先ほど御指摘のように消防団のＯＢなどの協力をいただいて、消防団活動の一翼を担って

いただくということも必要になってくるというふうに思いますので、そこは検討してまいりたいと

いうふうに思います。その一翼を担っていただく方法としては、消防団のＯＢから消防団活動協力

員として登録をしていただいて、実際災害が発生したときに消防団の行う消火、救助・救出、避難

誘導などの後方支援をしていただく体制というものをつくっていくという方法と、もう一つは、有

事のときのみに一般団員と同様に活動していただく、ＯＢの方にですね。それは平時のときの活動

には参加せず、特定の災害任務だけに従事してもらう、特別な消防団員の設置などというＯＢの活

躍するケースがいろいろあるようでありますので、この件については消防団、それから消防関係、

消防本部などとも十分話し合いをさせていただきながら、検討していきたいというふうに思います。 

  また、おっしゃるように女性消防団の設置までいくのか、そういうところまで、設置に向けた検

討などもこれからの時代でありますから、必要になってくるというふうに思いますので、その辺の

ところも検討を進めてまいりたいというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 ぜひ御検討していただくようにお願いをしたいというふうに思いますが、そんなに

もう時間はないんだろうなというふうに思います。私の地域も二百七、八十軒ありますけれども、

ずっと考えてみますと、若い方々がいないような状況が結構あって、あと三、四十年もしたらもう

３分の２以下の戸数になるんじゃないのかなというふうに思います。もっと下回るんだなというふ

うに思いますけれども、そうしますと、さっき市長がこの消防団の定数言われましたが、その人員



 

確保というのはほとんどできなくなるんだろうなというふうに思います。したがって、もうそうい

う時期に来ているということを踏まえていただきまして、早急に検討いただきたいというふうに思

います。女性消防隊というふうなことも御検討いただくということでありますので、ぜひそれも含

めて御検討いただくようにお願いしたいというふうに思います。 

  続きまして、どんどんいきまして大変恐縮でありますが、この叙勲、名誉市民、それから市の表

彰者の推挙についてお尋ねをしたいというふうに思います。前にもこれ１回やりましたけれども、

叙勲は初めてでありますが、これは私もどうかなというふうに思っておったんですが、市民の皆さ

んからいろいろお尋ねをされまして、それに私も答えなくちゃいかんというふうな一面の私の議員

という立場もありますので、御容赦を願いたいというふうに思います。 

  この叙勲に関しては、私もいろいろ質問通告をしてから調べさせてもらいましたが、叙勲の候補

者について各省庁から内閣府に対して推薦が行われると。そして、各省庁においては所管の分野ご

とに各都道府県、あるいは関係団体から推薦を求めてなされるというふうに載っておりました。本

市においても多分この人を推挙というのか、何かのあれに推薦と書いてありましたね。推薦を受け

るということであります。推薦をするというような形になるんだろうというふうに思いますけれど

も、どのような形で具体的になされるのか、その手順、手続などをおわかりになれば教えていただ

きたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 正確にお答えをしたいというふうに思いますので、御案内のとおり、現在の叙勲制

度、昭和38年７月12日の閣議決定、生存者叙勲の改正についてというものに基づいて、昭和39年４

月29日に第１回の発令がされたのが始まりであります。毎年春は４月29日、秋は11月３日というこ

とであります。 

  叙勲は、おっしゃるようにそれぞれ功績分野によって種類があるわけであります。長年地方自治

の育成・発展に貢献し功績顕著な者でかつ推薦基準を満たし叙勲されるにふさわしいと認められる

者については地方自治功労ということであります。対象は、首長や議会議員の公選職、それから選

挙管理委員会委員や監査委員などの行政委員などになっているところであります。本市においては

高齢者叙勲も含めてこれまで27名の方が叙勲の栄に浴されているということでございます。 

  御質問の候補者の推薦につきましては、毎回、さっき申しあげた発令日の数カ月前に出される内

閣府賞勲局から総務省への通知、これは自治功労の場合ですけれども、総務省への通知に基づき行

われ、県からの依頼によって市から県に推薦をし、県では推薦あった候補者の中から総務省に推薦

を行っていく。市から県への推薦についてでありますけれども、事前に県に報告している候補者資

料の中から該当の可能性が高い方を県が指名して、市ではこれを受けて当該候補者の功績調書等の

関係書類を作成し、県に進達をしております。推薦対象者は、原則として現職ではなくて元職、原

則としてですね、70歳以上の方となっているところであります。 

  県への事前報告資料としては、春秋叙勲候補者調査票、将来において推薦基準に達する可能性の

ある方をリストアップする叙勲潜在候補者名簿があるわけでありますが、いずれもこの名簿等につ

いては議会事務局、あるいは選挙管理委員会事務局などにも御紹介をし、候補者の把握に遺漏なき

ように努めているところでございます。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 



 

○内藤 明議員 仕組みについてはわかりました。それで、私のところにいろんな御意見を頂戴する

のは、つまり市の段階で何らかの、市から推薦するに当たって何か恣意的な力が加わっているんじ

ゃないかというふうな疑問点がありまして、そのようなお話があるんだろうというふうに思います

けれども、つまり同じような例えば経歴を踏んできた方であれば、当然年上で先にその経歴を踏ま

えた方がこの叙勲の対象になるんだろうというふうな認識が普通おありだろうというふうに思いま

すし、それがやっぱり一般社会的な常識なんじゃないのかなというふうに思いますけれども、とこ

ろが、後でその経歴を踏んだ方が比較的若くて叙勲を受けられますと、何だろうと、こういうふう

に思われるんですね、だろうというふうに思います。 

  そして、じゃあその方が叙勲の対象にならないかというと、亡くなってから遺族の方に叙勲を受

けられるというふうな、結果的にですよ、受けられたというふうなことなんかもあるもんですから、

そういうふうな意見があるんだろうというふうに思いますけれども、そういう人は市から県に上申

というのか何かわかりませんが、行われるときに、何かそうした恣意的な力なんか加わるというこ

とはないんですか。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども申しあげましたけれども、市から県への推薦する際に、事前に県に候補者

の資料というものを報告しております。その資料については、さっきも説明申しあげましたけれど

も、遺漏なきように網羅的に資料提出をしているという状況であります。そうした中から該当者の

高い、叙勲などについても人数制限はある程度あるんでありましょうし、順番などもあるんであり

ましょうから、可能性の高い方を県が指名をして、それを受けて市のほうがその調書を作成してい

くという段階になっているところでありますので、御理解をいただきたいなというふうに思います。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 そうした問題はその程度でとどめさせていただきたいというふうに思いますけれど

も、次に、市の今度は具体的な表彰条例の関係でお尋ねをしたいというふうに思いますが、これは

前にも御指摘を申しあげました。これは市民からもいろいろお話がございます。これは市長、ある

いは議員というのは、つまり立候補してしかも議員報酬、あるいは市長の報酬を特別職としていた

だいておるわけでありますから、そういう点からすると、当然なんじゃないかと。市の市勢発展に

尽力するなんていうことは当然のことだというふうな市民感覚でありますし、私もそういうふうに

思います。そういうことから、表彰条例の、つまり要件について見直すべきではないのかなと、こ

ういうふうに思いますが、改めて市長の御見解をいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 そういうお考えの方もいるというふうには認識をしているところでありまして、市

の表彰制度でありますけれども、先ほど来御質問にあります叙勲も含めた栄典制度のあり方にかか

わるのではないかというふうに思いますが、その件に関しては、平成13年に栄典制度のあり方に関

する懇談会というのが、内閣府の有識者懇談会の報告書が出されておりまして、その中で、そうい

った議員がおっしゃるような議論も踏まえつつ、栄典というのは国民、公共に対し功労のある人を

幅広く対象とすべきものであり、特定の分野を制度的に対象から除外することは不適当であるとい

うような懇談会の報告書が出されているところでありますので、こうした見解なども我々としては

十分踏まえながら、特別に市長や議長であった方を制度の対象から外すということ、そういう理由



 

はないのではないかというふうに認識しているところであります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 懇談会のものも、私もさきに質問申しあげましたこの叙勲の関係で見せてもらいま

したが、それは私はつまり全てではないというふうに思うんですね。時間も経過をしておりますし、

状況も変わります。ある意味ではこのそうした栄典といいますか、そうした叙勲や表彰というのは

私の感覚的な問題かもわかりませんが、一段と高いところにあって、そしてこの表彰をするという

ふうな、そのものについて表彰をするというふうなことを私はどうしても感じるんですね。 

  つまり今そういう意味では、この分権の時代にあって、市と市当局と、つまり市長と議会は対等

であるというふうなことが言われているわけでありますから、そういう中にあってこの表彰という

のはいかがなものかなと、こういうふうに思っているわけであります。そうした本市のこの表彰条

例の中身についても昭和36年でしたか、こういうふうなことが規定されたというふうにありますけ

れども、そういう点でやっぱり見直すべきだなというふうに思いますけれども、繰り返しますが、

論点がぼけると悪いので、一段とこの高いようなところからの表彰というようなことにもなってい

るんじゃないかというふうに感じますので、その点はいかがでしょうか。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市の表彰制度のお話かというふうに思いますが、叙勲制度全体についても従来から

官が厚く民が薄いなどということが言われておりまして、そういう中で見直しも図られて、できる

だけ公平にという観点で見直しを進められてきているというふうにも思います。そういった意味か

ら、我々もできるだけ幅広い人材について、市の発展に貢献された方を表彰していくという制度の

本来の目的に沿って、これからも運用について十分真摯に、見直しも含めて対応していくというこ

とは必要だというふうに認識しております。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 ちょっと論点がかみ合わないようですから、さらに申しあげたいと思いますが、つ

まりこの表彰条例の施行規則も見せていただきましたが、ここに市長や副市長、それから市議会議

員の表彰条例の要件が載っているわけでありますが、その要件に沿って多分なされているんだろう

というふうに思いますけれども、実態は、これは具申というふうなことがされているようなんです

ね。そうしたことからすると、つまりやっぱり具申というのは、上部の機関等に意見を申すという

ふうなことなんだろうというふうに思いますが、一段と上にあるなと、こういうふうに私は踏まえ

ているわけなんですね。ですから、そうしたものについては、今分権時代の中にあって、それはや

めるべきだというふうに、除外すべきだというふうに思っているんですが、そうしたところについ

て御見解を承りたかったわけであります。 

  この件に関しても、何かこれもおかしな話なんですが、この前議会事務局で調べさせてもらった

んですが、平成19年８月にそれまでの具申をするような内容から改めて少し緩和、緩和というかや

わらかくしているというか、状況を議会運営委員会の中で決定をされているんですね。これもいか

がなものかなというふうに思うんですが、これは議会の問題でありますけれども、そうしたところ、

多分この表彰規定の規則か何かを変えるような状況があって、多分議会にどうなんだというふうに

問い合わせがあったんだろうというふうに思いますけれども、一方でこの明確な条例の、つまり要

件がつくられておって、にもかかわらずそうした具申があるということはどういうことなんだろう



 

というふうに改めて思ったわけでありますけれども、これは市民に誤解を与えますので、やっぱり

そうしたものについては廃止をすべきだということを強く、私は除外して廃止をすべきだというこ

とを強く申しあげておきたいというふうに思います。 

  時間もなくなってまいりましたので、いずれまた議論をさせていただきたいと思いますが、名誉

市民についても結局は同じなんですね。つまり市長職にあって市勢発展のために貢献するなんて当

たり前のことであって、加えて申しあげますと、市長のその当時やった施策等についてはいろいろ

市民の評価も分かれるわけですよ。一方的な見方でなくて、いろんな見方があるわけでありますか

ら。したがって、そうしたことについても私は除外をすべきだというふうに思います。そのことに

関しても一定のこの前議論させていただきましたので、大体わかっておるつもりでありますが、そ

の考えにお変わりございませんか。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほどの表彰制度についての基本的な考え方と市の名誉市民に対する考え方につい

ては、基本的には同じであります。県のほうでも初代の県の名誉市民は板垣清一郎県知事になって

いるわけでありまして、何も首長職にある者を排除すべき積極的な理由は私はないというふうに認

識しております。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 市長と私は見解が異なるようでありますけれども、これはいたし方ないことであり

ますが、ただ、ぜひ御理解をいただきたいというふうに思いますのは、それぞれの見方によって見

解が異なってくるということだけは申しあげておきたいなというふうに思います。今までの名誉市

民を取り消せなんていうふうに言っているわけじゃありませんので、そこは御理解をいただきたい

というふうに思いますが、それではいよいよ時間がなくなってまいりましたので、この問題につい

ては、さらにまたいずれ議論させていただくということにさせていただきたいと思いますが、最後

に、教育委員会制度についてせっかくの機会でございますから、教育委員長にお尋ねをしたいと思

います。 

  教育委員会制度は、戦後教育の民主化ということを目指してつくられてきたわけでありますが、

しかし、時代とともに変遷があって、国の中で形骸化されてきた経過がございます。それとあわせ

て、最近今度安倍政権は、教育再生と称して、中教審答申のもとにさらに教育行政の権限を教育委

員会から自治体の長に移そうというふうなことを申されているわけでありまして、これは憲法と教

育基本法のもとにつくられた民主教育の教育制度を根本的に変えようとすることでありまして、解

体しようという動きだというふうに思いますので、こうしたものについての教育委員会の見解があ

りますれば、ぜひお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 ただいまお尋ねの教育委員会制度の改革についてでございますけれども、昨

年12月、ただいまお話にありました中央教育審議会から答申がされまして、今後の地方教育行政の

あり方についてと題するものでありましたけれども、確かに地教行法、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律が施行されて50年以上たっていると。その間部分的な改正を行ってきたものの、権

限、責任の所在がどうもわからない、曖昧であると。それから、おっしゃいました委員会の審議が

形骸化しているんではないかと、それから、危機管理能力といいますか、迅速に対応し切れないと



 

いったような指摘が従来からあったわけですけれども、なされたわけであります。 

  私ども当事者としてはその辺のところは謙虚にといいますか、真摯に受けとめなければならない

というふうに思っております。実際御案内の大津市のいじめ事件のような、児童生徒に関する生命、

身体や教育を受ける権利を脅かすような重大な事案に発生しておりまして、今申しあげましたよう

な課題が顕在化していると、そういうふうなことから、このたび制度の見直しが強く求められてい

るというふうには理解はしております。 

  そういうことで、今各党、あるいは関係団体、専門家、あるいは私どものような教育関係者の間

で種々議論がなされているところも御案内のとおりであります。特に、首長と教育委員会との関係、

あるいは委員長と教育長をめぐるポストの新設、あるいは任免権のあり方、そういうところが主に

議論が今現在なされているところであります。 

  大事なことは私どもの考えでもありますけれども、個人の精神的な価値の形成を目指して行われ

る教育においては、その内容は中立公正であることは言うまでもなく極めて重要であると。さらに、

子供の健全な成長発達のため、教育は学習期間を通じて一貫した方針のもと安定的に行われる必要

があるというふうに思います。そういうことですから、制度の見直し、改革に当たっては、この子

供のことを第一に、そして真に子供のためになるような見直しでなければならないと。そのために

は、基本的にこういった政治的中立性、そして継続性、安定性というものが尊重されまして、制度

的に保障担保されることが肝要だというふうに認識しているところであります。以上であります。 

○鴨田俊廣議長 内藤議員。 

○内藤 明議員 ちょうど時間となりましたので、これで私の一般質問を終わらせていただきたいと

思います。ありがとうございました。 

○鴨田俊廣議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時25分といたします。 

 休 憩 午前１１時１１分  

 再 開 午前１１時２５分  

○鴨田俊廣議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

川越孝男議員の質問 

 

○鴨田俊廣議長 通告番号21番から23番までについて、16番川越孝男議員。 

○川越孝男議員 通告番号21、指定管理者制度について、制度及び運用上の課題についてお伺いいた

します。 

  きょうもいろいろ質疑があったわけでありますけれども、指定管理者制度は、平成15年地方自治

法の改正によって、それまで公の施設の管理運営は、管理委託制度によって土地改良区などの公共

団体、社会福祉協議会や農協などの公共的団体、それに自治体が50％以上出資している、いわゆる

第三セクターなどに限られていたものが、利潤追求目的の株式会社や民間事業者も参入できるよう

になりました。したがって、その運用にあっては公平な取り扱いが強く求められ、その公共性を担

保するために、１つは公募制の導入、２つには指定管理者候補を選定するための基準を条例で定め

ること、３つには議会の決議を得て管理者の指定をすることが地方自治法や寒河江市の条例で定め



 

られているのであります。 

  議会のチェック機関としての役割がますます重要となります。そこで、議会としての役割の１つ

は、制度の運用が法令を遵守して行われているかを見きわめることであります。２つには、指定管

理候補者の提出した計画内容が応募された中で最適であるかということを十分に審査することであ

ります。このことは、まさに二元代表制の中で市議会が果たさなければならない任務だと考えてい

るのであります。 

  そこで、指定管理者制度運用の基本的な事項２点についてお伺いいたします。 

  １つは、選定基準についてであります。指定管理候補の選定に当たっては、公の施設に係る指定

管理者の指定手続等に関する条例第４条において基準を定めていますが、その１つに、施設の適切

な維持管理に係る経費の縮減が図られるものであることがあります。 

  ところが、昨年行われたしばはし保育所指定管理者募集要綱の選定基準にその項目が設けられて

いないのであります。これは条例に抵触していると思うわけでありますが、市長の見解をお伺いし

たいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 川越議員から指定管理者制度について御質問がありましたが、指定管理者の候補の

選定に当たっては、ただいま御質問にもありましたとおり、寒河江市公の施設に係る指定管理者の

指定手続等に関する条例に定めている、第４条において基準を定めているわけであります。その中

に、その１つとして、施設の適切な維持管理に係る経費の縮減が図られるものであることというも

のを掲げているわけでありますが、議員からは、しばはし保育所の指定管理者候補の選定において

は、この項目が設けられていないのではないかということであります。保育所については、平成19

年度から、みなみ保育所、22年度からは、にしね保育所の指定管理者制度に移行しているわけであ

ります。同じ選定基準でやってきているということであります。来年度から、しばはし保育所の導

入を予定しているということであります。 

  保育所の指定管理者制度というのは、当初19年度導入からもそうでありましたでしょうが、やっ

ぱり大事なお子さんの生活、はっきり言うと命を預かっていくということにもつながってくるわけ

で、大変重要な役割を担うということでありますから、子供たちの身体的、精神的、社会的な発達

のために必要な水準を確保するということで、必要でありますので、指定管理料については国が定

める保育単価に基づき算定する保育所の運営費と、それから特別保育事業等の実施に伴う加算額の

合計額を支払うことが適切であるという判断をいたしまして、指定管理料を提示した上で募集を行

っているわけであります。要するにほかの指定管理の募集の場合と違うというところは、そういう

ところがあろうかというふうに思います。 

  その結果、申請者のほうからは逆に金額の提案を求めないということになるわけでありますから、

評価基準の中から提案金額の項目は除外させていただいているということであります。一方、募集

に当たっては、申請書の項目として事業計画を記載していただいているわけでありますが、その中

におきまして具体的な保育の実施計画のほかに、新たに保育サービスの向上を図ろうとする内容に

ついても記入していただくということになっているわけであります。提示させていただいた金額の

中で維持管理に係る経費を節減を図りながら、新たな保育サービスの提供に関する提案を受けると

いう状況になっているところであります。 



 

  このように提示した指定管理料の範囲の中で経費の節減を図りながら、その分を保育サービスの

充実等に充てる申請というものを我々は求めているところでありまして、審査につきましては新た

な保育サービスの提供に関する提案を保育サービスの充実方策の項目などにおいて審査していると

ころでありますので、維持管理に係る経費の節減方策というのは評価内容にも反映されているとい

うふうに理解しているところでございます。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 しばはし保育所の具体的なことについては通告23の中で申しあげていきたいという

ふうに思いますが、今私ここで聞いているのは、法律や条例に基づいてこうしなければならないと

いう、これはしなければならないんじゃないでしょうかということなんです。例えば公募制が、こ

の手続に関する条例では第２条で公募制がうたわれています。しかし、公募できない場合には、こ

うこうこういう場合にはしなくともいいというふうになっているわけであります。これは法律でも

冒頭申しあげましたけれども、株式会社のいろんな民間の団体が今度参入できるわけです。したが

って、そこをきちっと基準を設けていく必要があるということで、法律も条例もできているんだと

いうふうに私は思います。 

  ただ、保育所の管理料を引き下げるということについては、私もそこで競争するということにつ

いては私も反対なんです、そういうふうなことは。しかし、法律や条例でしなければならないとい

うのであれば、それが外してもいいという項目があるならば別ですけれども、これを見る限り私は

ないというふうに思っていますので、それでは条例に抵触するんじゃないですかということをお伺

いをしているんです。このことについて改めてもう１回お尋ねをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今申しあげましたけれども、基準においては施設の適切な維持管理に係る経費の縮

減が図られるものであることというふうに基準になっているわけですね。現実的にそういう基準に

沿って指定管理の候補申請書がつくられている、あるいはそういう計画であるということが、我々

としてその評価を審査する段階で認識をできるということになっていくということであれば、その

目的は達しているのではないかというふうに認識しているところであります。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 そういうふうになると、法律や条例で決めても勝手に解釈してやっていけるという

ふうになるとだめなので、そういうふうな目的が達成されているというふうに判断した場合には、

その基準を指定管理者の実施についての要綱の中から外してもいいと、基準として外してもいいと

いう項目が、どこを見ても私は見受けることができないので、疑問を持ってお尋ねをしているんで

す。これは余り時間をとるとだめですので、後で具体的に申しあげたいと。今市長からいろいろあ

ったことについて逆に心配の点いっぱいありますので、後でお尋ねをしたいと思います。 

  ２つには、議会審議に際し、応募者の申請された計画内容が意思決定過程の情報として示されな

いのは誤りであり、是正すべきだと思います。なぜならば、市当局が指定管理者の候補にすると決

定し、議会に議案として提案しているということは、既に当局として意思決定はされているという

ふうに判断できるからであります。 

  しかし、この内容が議会に示されないというままであっては、市議会議員として責任ある判断は

できません。このことについての市長の見解をお伺いしたいと思います。 



 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 一般的に市政に関する情報については、寒河江市情報公開条例において開示請求手

続がなされているところであります。川越議員からは指定管理者候補の選定という意思決定は、議

案提出の段階で市側が完了しているから、議会の審議中であっても指定管理者の指定申請書などの

情報は開示できるのではないかという御質問かというふうに思いますが、そういう考え方もあろう

かというふうに思いますが、候補者の選定の後、指定管理者の指定に係る議案として我々は議会に

お示しするという状況になっているところでございます。 

  条例では、市の機関相互間における審議、検討調査などの意思決定過程における情報については、

公開をしないという取り扱いになっていますが、意思決定過程、形成過程ですね、この市の機関と

いうのは、議決機関を含む市の全ての機関が含まれるというふうに我々は理解しておりますので、

議会の審議中には条例の規定に基づいて情報の公開を行わないという取り扱いをさせていただいて

いるものです。 

  ただ、一方議会で審議をお願いするに当たって、審査選定委員会における審議の状況に関する情

報は、もちろん提供していく必要があるというふうに考えておりますので、これまでもお示しした

ような資料を議会資料として提出をさせていただいているところであります。そういう状況を御理

解をいただいた上で、当該の申請書などについて議会での審議の前提となる資料として、議会側の

総意として提出の要請があるということであれば、我々もそれについて前向きに検討させていただ

くということになろうかというふうに思います。 

  ただ、募集している際、今回の場合ですよ、募集している際に申請書が情報公開の開示請求の対

象になるということは記載しているから、申請者側は理解しているわけでありますけれども、指定

管理者の指定の前に議会の審議で示すことがある旨というのは、説明しておりませんから、今回の

場合はなかなか難しいというふうに思いますが、今後募集要綱の整理なども含めて、そういう意味

で要請があれば検討してまいりたいというふうに考えているところであります。 

  これまで申請者に対しては議会後に指定管理者候補の選定結果などを通知しておりましたけれど

も、議会議決後にしておりましたけれども、情報の透明性を図る観点から、議案提出の時期に通知

するなどについてもあわせて検討してまいりたいというふうに思っているところであります。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 やっぱり指定管理者の募集をする、複数の人が参加をする、申請書を出す。そして、

それを行政の内部で、検討委員会で候補を絞り込む。そして、それを議会に提案をして議会の議決

を得た後、その人と市は協定を結ぶと、こういうふうな形になるわけですけれども、その担保を、

公正な担保をするための１つとして、先ほども申しあげましたが、議会の議決を得てからするとい

うふうになるわけでありますけれども、議会で審査する際に、その提案した中身、それぞれがどう

いう提案をされているのかわからない限り形式民主主義なんです。議会中身わからなくて皆賛成っ

て言ったってだめなんですね。 

  したがって、今、市長言われておりましたけれども、議会から、議会の総意でもって資料の請求

があった場合には出すというふうな話ですけれども、提案している側として、指定管理者制度とい

うのは、さっき言ったような非常に複雑な利害関係もあるわけでありますから、いかに公平に執行

していくかということが極めて重要なんです。そうしたときに、市民はできないわけで、議会がそ



 

こでチェックをする１つの担保がそこに保障されているわけですから、議会に中身を示していただ

かなければ、もう何ともならないというふうなことを申しあげておきたいと思います。 

  それから次、通告番号22番の道路管理について、市道の維持管理の課題について伺います。 

  昨年７月谷沢地区では豪雨被害に対し復旧事業に市単独の補助制度ができたことで、被災農家は

安堵し、感謝しながら春の農作業に意欲を燃やしているところであります。ところが、災害復旧工

事にもかかわる市道上谷沢高丘線の一部用地が高松農業協同組合所有で、寒河江市に登記されてい

ないことが判明しました。 

  そこで、私は復旧工事を進めるためにも農協から市に移転登記をしてもらうべく、地元の農協理

事の協力をいただきながら、ＪＡさがえ西村山農協にお願いをし、農協の御理解と全面的な協力も

いただいているところであります。 

  これまでの経過を調べてみますと、昭和51年６月15日の議会で、現在の国道458号からパイロッ

トの幹線農道部分を市道高丘線として認定可決しています。昭和56年７月27日の議会で、市道高丘

線を一旦廃止とし、上谷沢地内から国道458号までの区間をあわせて上谷沢高丘線の認定がそれぞ

れ可決をしています。 

  ところが、ここで重大なミスが起きています。こういうことなんです。これが谷沢の通りです。

これが国道458です。ここからこっちのエリアがパイロットです。ここまで最初認定したんです、

高丘線として。次、この田んぼの部分を接続するために、今度この高丘線を廃止をしたわけであり

ますけれども、この路線でないんです。ここまでは共通していますけれども、別な路線なんですね、

廃止してるの。そして、この間違ってというか、別な廃止した路線とつないで現在の上谷沢高丘線

という道路になっているんです。全く想像もつかないミスであります。 

  これがパイロットの部分の、ここから458はこっちにあります。これがパイロットの幹線農道で

す。これを認定をしています、議会で。そして、その後これを廃止するというときに、この緑色の

部分、これを廃止したんです。地番を、もちろん今の道路台帳にここの地番なんです、終点が。起

点は同じですけれども。そして、さっきしたような形で結ばれているんですね。こういう状況にな

っています。 

  したがって、１つは、廃止された市道高丘線の地番が、51年に認定された高丘線と違う誤った地

番になっています。２つ目として、認定された市道上谷沢高丘線の終点が同じく誤った地番になっ

ている。したがって、その結果、現在市道上谷沢高丘線の道路台帳と実質今管理をしている道路が

違っているという状況が起きています。 

  そこで、お伺いしたいんですが、なぜこのようなことが起きたのか、その原因は何か。また、移

転登記をする前に現在管理している道路を市道上谷沢高丘線として認定のし直しをする必要がある

のではないかというふうに思いますが、市長の見解を伺いたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市道高丘線の認定についての、今、川越議員からいろんな経過も含めて御指摘をい

ただいているところであります。我々も事前にある程度質問の要旨などもお聞きをしながら調査も

させていただいたところでありますけれども、なぜこういうふうになっていったのかということに

ついては、農協のほうにも確認もさせていただきましたけれども、なかなかはっきりわからない。

さらには、当時の方からもお聞きをしてもなかなか状況がつかめないというような現状であります。



 

引き続きその状況を把握しながらしていかなければいけないというふうに思っているところであり

ます。必要に応じてそういう認定替えなどが必要な状況になっているということであれば、その対

応はしていかなければならないというふうに認識しておるところであります。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 先ほども申しあげましたけれども、農協と云々でないんですね。まず間違っている

のは市道認定最初して、そこをこっちと今度つなぐために、今まで認定していたやつを廃止をして、

集落のほうからとつなぐというふうなことだったんですけれども、最初認定した起点と終点、これ

が起点は同じです。終点が間違っているのよ。間違ったところをしてしまって、それをこっち側と

つなぐやつと一緒にしたために、農協でもいろいろその地番で調べていっても、市道の寒河江市の

道路台帳にあるやつとは整合しないんですね。それで、これから復旧工事をする、何をするにして

も今現在、先ほどお見せしたように、この緑のところなんですよ。ここが終点になっているの。こ

れではだめで、すぐあと議会も今やっているわけでありますけれども、今議会に追加議案としてで

も出さないというと、春のさまざまな工事に間に合わないんでないかというふうな思いもいたしま

す。 

  したがって、私の質問午後からまでなるようでありますので、ぜひ昼休みの時間にきちっと確認

をしていただいて、すぐわかるわけですから、前の議決書見れば、それは今の道路台帳を見ればす

ぐわかるわけでありますから、昼休みに十分その辺検討していただいて、午後一で回答をいただき

たいというふうに思います。この点についてはね。 

  それから、これも市道に認定していただかないというと、ここ人の土地だから工事されないのよ

ね。ここが市道、道路の上の土手が崩れている。そして上のブドウ畑も崩れているんですね。この

ブドウ畑の改修工事をするためには、下の市道ののり面を改修しないとできないわけです。したが

って、この点についてもどういう方法で、いつころまでどうする考えなのかお聞かせをいただきた

いと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 のり面などの工事も必要になってきているわけでありますので、我々はその農協の

所有となっているわけでありますから、市道への道路用地としての所有権移転なども含めて、早急

に対応を一緒になって検討していただきながら復旧工事を進めていけるようにしてまいりたいと考

えております。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 こういうこと、私も寒河江市の市道でよそ様の土地になっているなんていうような

ことちょっと想像つきませんでした。そして、寒河江市の財産なものだから、財政課の管財で処理

しているのかなと思って、最初お聞きに行ったんです。そうしたらば、市道については建設管理課

と、農道については農林課と、それ以外のものは管財で全部管理をしているんだと、財産管理は、

というふうなことでした。 

  それで、市道がこういうふうな状態で、途中で認定替えをしてもまだ間違っているという状況、

それから、あそこは地籍調査も入りました。それから、市では法定外公共物の地図おろしもしまし

たというふうな中でも見つかっていなかったのね。見つからなかったというふうなことからすれば、

寒河江市の市道で道路用地が寒河江市でないというふうな、こういう箇所がほかにあるのかどうか



 

お尋ねをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市では市道認定基準に関する要綱について、平成22年度に、より明確にする

ため見直しを行っているところでありますが、御案内のとおり以前に認定された市道というのも当

然多々あるわけでありますので、そういった事態、全部１本１本調べていくということになると、

なかなか労力的にも大変な時間もかかるというようなことがありますから、こういった事態が判明

した場合には、その都度道路用地の所有者の方と協議を行い、寄附していただくというのがベター

でありますから、そういう方向で、市道管理の適正化に向けて一つ一つというか、努力をしていっ

ているところでありますので、御理解をいただきたいというふうに思います。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 今の市長の答弁は答弁として、もしそういうようなことがあった場合には、地権者

の了解を得ながら対応するというのはわかりました。だから、私の全体的にそういうふうなのがあ

るのかどうなのか、私はチェックできないのではないかなというふうに思うんです、膨大な量で。

したがって、財政課で土地の管理をして、管財のほうで管理をしているように、やっぱり市道であ

っても、その底地の所有者、もちろん新しく宅地造成などで市道になった場合には寄附採納を受け

て、そして市道にするというふうなことなども常にあるわけです、今ね。そうしたときに、この道

路台帳に底地の記録ができるような、履歴も含めてできるようにすることによって今後そういう問

題も防ぐことができるし、再発防止もできるし、いざ調べらんないときにスピーディーにチェック

もできるというふうに思うんです。 

  したがって、今寒河江市で使っているこの道路台帳は、もう法で定められて、これでなければな

らないというふうなことではないそうです。私もよその町や市のやつをいろいろ調べてみました。

とってみました。そうするというと、その土地の部分、記録できる欄を設けているところもありま

す。しかし、そこも土地の所有全部書いたり、履歴がわかるような形にはなっていません。そして、

この台帳そのものが、それぞれの自治体で業者と契約をして、業者のつくったものを利用させても

らっているんだと、その台はね。というふうなことのようです。 

  したがって、寒河江市でもそういうふうなことかどうかはわかりませんけれども、今後そういう

底地の記録ができる、そして履歴もわかるようなことに改善をすべきだというふうに思う。でない

と、今調べてけろと言ったって、法務局に行ってそのやつ全部調べないというと、誰のものである

か、どうなっているかというのは確認できないという状態だそうでありますので、ぜひ改善方検討

していただきたいというふうに思いますが、見解をお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 道路台帳の中で道路用地の所有や移転などについて、記録がちゃんと残るように工

夫して記載できるように改善できないかというところでありますが、道路台帳の欄に敷地帰属別面

積の欄があるわけでありますね。そういった中で、今後その道路用地の国有、あるいは公共団体有、

民営有の別の面積を記入して、寄附などで土地の所有の移転が生じた場合、あるいは路線の起終点

の変更などが生じた場合はこの台帳を利用するのが一番便利かというふうに思いますから、その他

特記すべき事項という項目が右側の下のほうにあるわけでありますから、こういったところをきち

っと書けるようにマニュアルをつくって整備していくというのが、一番現実的で効果的な方法なの



 

ではないかというふうに考えて、実行させていただきたいというふうに思っているところでありま

す。 

○鴨田俊廣議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時ちょうどといたします。 

 休 憩 午後 ０時０１分  

 再 開 午後 １時００分  

○鴨田俊廣議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど川越議員から市道高丘線、現在の市道上谷沢高丘線についての市道認定に関

して状況の把握をさせていただきましたので、今後の対応も含めて建設管理課長のほうから御答弁

をさせていただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 芳賀建設管理課長。 

○芳賀弘明建設管理課長 先ほどの市道上谷沢高丘線の関係、市道認定についてでございますけれど

も、所有権移転の件も含めまして、次回まで調査してあるべき姿に戻してまいりたいので、お時間

をいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 私のほうが指摘した状況というのは確認をされたのかどうかまずお聞きをしたいと

思います。そして、今後の対応については今課長からあったとおりでいいわけでありますけれども、

まず確認したのかどうかだけお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 芳賀建設管理課長。 

○芳賀弘明建設管理課長 市道高丘線及び現在の上谷沢高丘線の終点について、先ほど調査いたしま

したけれども、確かに相違が見られましたので、表記なのかも含めまして調査させていただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 やはりこれは対農協との問題でなくて、まさに市の中のミスだというふうに私は思

うんですね。行政としてのミスだというふうに思います。もちろん議会に提案されて議会も同意を

しているわけでありますけれども、当時現地調査もされたのかどうか、ちょっと私も会議録やなん

か見ましたけれども、あと議決書も見せていただきましたけれども、ちょっとそこら辺は解明でき

ませんでした。やっぱりこういう事態が起きたというふうなことについての見解だけ、そして再発

防止も含めてお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 当時の状況をこれから調べてみないと、その原因、なぜそういう状況になったかと

いうことはわかりませんけれども、こういうことが我々としては今後かかることがないように、い

ろんな機会を通じてチェックしていく体制なんかも含めて再発防止に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 ぜひそのようにしていただきたいと思います。 

  それから、もう一つお願いですが、これ去年の７月に豪雨でああいう被害が出て、そしてそこの



 

土地の問題については地元から去年からずっと言われてきているのね。そして、さっきも申しあげ

ましたけれども、私も管財のほうに行って調べてみたら、うちのところでないというふうなことで、

建設管理課に行っていろいろお聞きをしました。それでもわからなくて法務局に行ったりなんかし

て対応してきたんですが、あるいは農協に行って農協と一緒に調べたりもしてきたんですが、やは

りこういう問題、地域から提起あったらスピーディーにやっぱり対応して、議場でこだな状態でな

るような形でないように、ぜひお願いをしておきたいと思います。このことについても見解ありま

したら、お聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 我々としてはそういう災害対応なども含めて、スピーディーに対応していく、そう

いう体制を今後もいろんな機会を通じて職員の士気の高揚などを図って取り組んでいきたいという

ふうに考えております。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 ぜひ今後そういうふうな形でお願いをしたいと思います。 

  次に、23番の少子化子育て支援、保育所運営の課題についてお伺いをしたいと思います。 

  指定管理者制度全体のことについては、午前中お尋ねをしながら、市長からも答弁いただいてお

りますけれども、しばはし（保育所）に限定してさまざまな課題についてお尋ねをしてまいりたい

というふうに思います。 

  午前中も申しあげましたが、候補選定基準については、市長から４つ入ってない理由、それは別

な角度でそういう部分も見る中で対応しているんだというようなことでありますけれども、私は何

回も申しあげますけれども、法治国の中で法律や条例でそうなっていれば、それはまずするものだ

というふうな、私の見解です、私の見解。そして、特に指定管理者制度は、行財政改革の一環とし

て平成15年から地方自治法の改正でなってきているわけでありますけれども、まさに財政の改革な

のね、そこで。そうしたときに、やっぱりそれになじむものとなじまないものがあるんだというふ

うに思います、指定管理者の導入で。 

  午前中市長も答弁されているように、保育所なんていうのは人を育てる、子育ての極めて重要な

人間づくりでもあろうというふうなことで、そこは逆にどんどん、どんどん充実をさせていかなけ

ればならない部分だと。したがって、公園の管理など、樹木の管理と私も違うというふうな認識な

んです、保育所なんていうところは。したがって、制度ではそういう経費の削減というようなこと

を盛らなければならない、基準として要綱にも盛り込み、応募者に対してもそれをお見せもする、

それを求める、そして審査をする際にも候補者を選ぶ段階でそれもしていくという、これが法の建

前だというふうに思う。 

  そうしたときに、やっぱりなじまないのでないかなというふうに私はね、保育所なんていうのは

指定管理者制度にはなじまないのではないかなと、私の見解です。そして、指定管理者制度になっ

て全国的にこれぐらいあるというのは、あるいは県でもというのは、午前中市長の答弁ありました。 

  しかし、これも10年たってさまざまな課題も見えてきているんだと思います。これからますます

そういうふうな部分がいい点と問題点も出てくるんであろうというふうに思います。そうしたとき

には、もう一度本当に保育所がこのままでいいのかというふうなことで、見直しをしなければなら

ない時期も来るのではないかというふうに私は思っています。したがって、このことは私の意見と



 

して申しあげておきたいと思います。 

  それで、私も議決後、情報公開条例に基づいてそれぞれ提案している中身を見させていただきま

した。そうするというと、先ほどもお金の関係、出されていないというんだけれども、双方から出

ているのよね、こういうふうな形で、金がこういうふうに。しかし、これ見たって全然わからない

のよ。総収入の９億2,003万4,000円、それに合うようになるだけで全く中身わかりません。人数が

何人なんだかもわからない。そして、本部職員の人件費なんて毎年300万円とか、本部賃借料486万

円とか、こういうふうに、見たって私らわからないのね。どっちの見たってこっちの見たって全く。

片方は人数何人というふうなことが出されて、その計画書の中で人員体制及び配置計画で、候補に

ならなかったほうの法人は、現在勤務している職員、臨時パートも含め正職員として継続雇用した

いと考えていると。その理由は、全員有資格者であり、保育上の安定は保育の充実につながるとし

て、22名配置計画が提案されています。そして、園児の状況によって職員の人数は変わるというふ

うなことになっています。 

  片方、指定になったほうは、国の最低基準に１歳から５歳児まで各年齢ごとに１名をプラスし、

現在保育に当たっている臨時保育士やパート保育士を優先して雇用したい。指定管理者に決定後、

市の担当者と話し合って決めたいとして具体的な配置計画は示されていません。 

  そして、決定後、市報掲載を見てみますというと、保育士常勤、臨時、パートおのおの８人程度、

調理師２ないし３名程度、事務職若干名の募集がされていました。しかし、そういう人数が全然わ

からない、何人にするんだかもわからない中で、こういうものを出されても全然わからないんです

ね。 

  そして、指定管理者制度が保育所に導入されたとき、みなみ（保育所）に平成18年、人件費の中

でずっとこうなっていて、支出の分で、人件費、所長専任幾ら幾ら、単価幾ら幾らで１人で16.4カ

月、１年間に何ぼ、主任保育士、クラス担当なし、保育士、調理師皆それぞれ金額出ているのね。

そして、人件費については、保育所運営国庫負担金交付要領などで示している職員の本俸基準額に

基づいた金額で、特別保育は別途加算、こういうふうな形で、当時は皆して、そしてこの数で応募

する人だもはじき出して皆しているのよ。極めてこういうふうになっていると、ここはこれでいく

んだなというふうな線はわかるのね。 

  ところが、今回のやつは金額何ぼ出ていても、全く入る部分は基準はあるんですけれども、支払

いの部分はわからないんです。金額余計見ていても、人数余計で単価安くなるんだかわからないと

いうふうなことで、全然わからないんですね。そして、いろんな部分見ても何でここがこういうふ

うになったんだかというのはわかりません。 

  したがって、この計画書を受けて当然にして募集要綱にもあるわけでありますけれども、必要に

よってヒアリングをしますというふうなことで、これでは私も見たって全然わからないので、ヒア

リングしながら、ああ、これはこういうことで、こういうことかというふうなことで、候補者を選

定していったんだと思います。そうしたときに、そのヒアリングのデータというやつはどういうふ

うに扱われて、もちろんヒアリングやったのかやってないかをお聞きをしたいと思います。 

  当然やっているというふうに思いますので、やっていればその記録というのはどういうふうに扱

われて、もちろん私、決定後、議決後情報公開条例に基づいてそれにかかわる情報を申請している

わけでありますから、そこに一切出てきておりません。したがって、そういうふうなものはどうい



 

うふうになっているのかまずお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 まず、保育士数についてなかなか具体的に記載されていないのではないかというよ

うな御指摘がありましたから、まずその点についてお答えをしたいと思いますけれども、先ほど川

越議員お話しのとおり、児童の年齢区分ごとの最低基準プラス１と、こういうふうになっているわ

けですね。具体的に何名ということは書いていません。ただ、それを見ると基準よりも５名増とい

う内容になっている。 

  ただ、これは我々施設の概要で示した年齢別の児童数で積算をするとすぐ出てくる数字でありま

して、所長、副所長を除くと基準保育士数は８名という数字が出てまいります。そういうことで、

その提案基準よりも５名多いということで、合計13名になるというようなことに理解をするんであ

ります。 

  そういう意味で、もう一つの団体の提案の数字と同じ数字に、人数になるというようなことであ

ります。そういう意味で、一々計算しなきゃいかんのは不便ではないかというような御指摘がある

かもしれませんけれども、それは審査の段階でそれは我々のほうできちっとどういう体制になって

いくのかということを調べて把握をしながら評価を決めていくということにさせていただいている

ところであります。詳細については子育て課長から御答弁申しあげます。 

○鴨田俊廣議長 阿部子育て推進課長。 

○阿部藤彦子育て推進課長 お答え申しあげます。 

  先ほど市長のほうから答弁ございましたように、具体的な人数というものにつきましては、申請

書の中には確かに出ておりませんが、児童数ごとに基準の保育士の配置数というものは示されてお

るわけでございまして、それから追っていきますと、施設概要で年齢ごとの児童の人数というのも

示しておりますし、児童１・２歳の場合は６対１、それから３歳の場合は20対１、４・５歳児につ

いては30対１というような基準もあるわけでございます。それで積算してまいりますと、先ほど市

長が申しあげましたように８名という数字が出てきまして、それに１名ずつ各年齢ごとプラスして

配置するというふうなことでございますので、それからしますと、13名ということで、もう一つの

団体と同じ人数が配置されるということが申請書の中から十分に確認できましたというようなこと

でございます。 

  さらに、調理師、あるいは運転手につきましても、施設概要の中で、山形県保育所認可等事務取

扱要領を満たすことというようなことで明記してございますので、当然それを踏まえた上での申請

書類の提出というようなことでございます。以上です。 

○鴨田俊廣議長 阿部子育て推進課長。 

○阿部藤彦子育て推進課長 聞き取り等は実施して特におりません。書類の中で判断をさせていただ

き、選定委員会のほうで審査をいただいたというようなことでございます。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 そうしますというと、先ほどもちょっと申しあげましたが、本部人件費300万円、

私はだからね、しばはし保育所になれば、そこさ職員が皆配置になるんのだというふうな理解なの

よ。本部人件費300万円とかね、本部賃借料480万円とか、そういうのはなしてわかるんだ、どうい

うふうなことだか。全然聞くもしないでわかるんだかす。 



 

○鴨田俊廣議長 阿部子育て推進課長。 

○阿部藤彦子育て推進課長 本部賃借料というお話がございましたけれども、これについては、保育

所のいろんな経理事務とか、そういったことについては学校法人全体の中で行っているということ

があります。ヒアリングをしないでどうしてわかったのかということでございますけれども、これ

はこれまでの実施してきたという経過がございますので、その中で理解をできるというようなこと

でございます。（「職員人件費」の声あり） 

  賃借料と同じように、そういう経理、あるいは総務的なことについて法人全体でかかわって処理

をしていると、保育業務直接的なものでなくて、そういう経理とかそういう部分については法人全

体で行う中で、本部の職員が行っているというようなことを踏まえたものだというふうに理解をし

ております。 

○鴨田俊廣議長 川越議員。 

○川越孝男議員 あと余りここではお聞きをしませんが、後で予算案もありますので、さまざまな課

題についてはその場でも申しあげていきたいというふうに思います。 

  それで、今回私も市内の保育所ずっと回ってみたのね。そうしたならば、もう保育士確保されな

くて困ったのよと。なしてやと聞いたなら、しばはしさ受けてけろと、おたくのところから２人受

けてけろとか、市のほうから要請されてよと、もう指定管理者のほうで集まらなくていたったのか

なというふうに思うんですが、そういうふうな状況になっているんだそうです。 

  そして、行かったものだから、今度それぞれの市の保育所で人探しが大変よというふうなことが

ありました。やっぱりこういうふうな、いかがなものかと思うんですね。市の直のやつがありなが

ら、そこからそっちに受けろというふうになっていくというと、ちょっとね、私直接そういうふう

な場面、やりとりしたわけでなくて、聞いて困っている悩みを打ち明けられたものだから、それは

それでもう終わったことだとすればやむを得ないことで、やっぱり今それぞれの市の保育所で４月

からの体制に苦慮しているようでありますので、その辺どういうふうに把握して対応しているのか

お聞かせをいただきたいと思います。 

  そして、そういう先ほど私が申しあげたような、教えられたような実態もあったのかどうかもわ

かればお聞かせをいただきたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 しばはし保育所の指定管理者制度の導入に当たって、市としても指定管理者が職員

を採用する際に、現在しばはし保育所に臨時やパートで勤務している方をできるだけ採用していた

だくようにというようなことで要請してきた事実もあります。そして、しばはし保育所で実際臨時

やパートで働いている人に対しても、そういう職員募集に対しては積極的に応募するように呼びか

けてきたところでもあります。この職員の募集に関しては、市報においても掲載しているところで

あります。そういった結果としてしばはし保育所だけでなくて、他の、市の保育所に勤める臨時や

パートの方から何名かが職員として採用されるという結果にもなっているところであります。今後

できるだけ我々の保育所も含めて、そういうハローワークなどを通じて人材の確保に努力してまい

りたいというふうに考えております。 

 

荒木春吉議員の質問 



 

 

○鴨田俊廣議長 通告番号24番について、11番荒木春吉議員。 

○荒木春吉議員 きょうは吹雪の啓蟄です。あすからソチパラリンピックが始まり、本県出身の太田

渉子選手が旗手を務めつつ、バイアスロンほか６種目に出場し、金メダルを目指しています。 

  通告24番の教育行政について質問いたしますので、教育委員長の答弁をよろしくお願いします。 

  まず、昨年末に起きた天童市内中１女子生徒のいじめ死と思われる件についての所感を伺います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 このたびの天童市で起きました、いじめが原因と考えられます大変に痛まし

い事故につきましては、結果が最悪のものになってしまっているということについて、私どもも極

めて重く受けとめておるところであります。まず、いじめは絶対に許されないという行為でありま

す。また、その一方、どの学校でもどの子供にも起こり得るものだということの認識をきちっとし

ていかなければならないということでもあります。こうしたことを踏まえまして、教育委員会とい

たしましては、改めていじめの未然防止、早期発見に向けた取り組みを徹底してまいりたいという

ふうに考えておるところであります。以上です。 

○鴨田俊廣議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 続いて、1984年制定の全54条から成る子どもの権利条約についての所感を伺います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 お尋ねの子どもの権利条約ですけれども、これは1989年、平成元年に国連総

会において採択され、我が国では平成６年に批准をしております。本条約は、世界のどこの国にも

困難な状況に置かれている子供が存在すると、特別の配慮を必要としているということ等を鑑みて、

世界的な視野から子供の人権の尊重や権利の確保について規定をしているものであります。 

  また、本条約の内容ですけれども、基本的人権の尊重を基本理念といたしております我が国の日

本国憲法、教育基本法、これの精神と軌を一にするものでありまして、私どもの教育の場面におい

ても、この条約は最大限に尊重されなければならないというふうに考えております。 

  このことを今問題になっておりますいじめの問題について考えてみますと、いじめというものが

いじめを受けた子供の成長、人格の形成を阻害するばかりでなく、子供の人権を侵害する行為であ

るというふうに言わざるを得ない、言っていいものだと思います。したがいまして、私ども教育委

員会、学校といたしましては、先ほど申しあげましたように全力を挙げていじめから子供を守って

いく責務があるものというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 今の子どもの権利条約ですが、ぜひ先生方というか、教育委員会の皆さんもそうで

すが、28条と29条ですね、これをじっくり読んでいただきたいなと思います。 

  きのうの朝日新聞でしたか、教育欄に東京のフリースクールでも生徒さんたちが子ども権利条約

全文を学習しているという記事が載っていました。今や世の中は進んでいまして、教える側ばかり

でなく、生徒さんが大事な権利条約を学んでいるということは、私は気持ちを強くした次第であり

ます。 

  続いて、去年６月制定したいじめ防止対策推進法、それについてちょっと所感を伺います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 



 

○渡邉滿夫教育委員長 このいじめの問題に関してでありますけれども、全ての児童生徒が安心して

教育を受ける権利を保障すること、また、いじめを及ぼす重大な影響を児童生徒自身十分に認識し

て学校の内外を問わずいじめという行為がなくなることを目指していかなければならないという大

原則があるわけです。 

  ただいまお尋ねのいじめ防止対策推進法、これが法制化されたことによって、今申しあげました

ような基本的な理念を明らかにしながら、国、私どもの地方公共団体、学校、保護者というそれぞ

れの責務を定め、いじめ防止のための総合的な対策を行っていくことは、極めて意義のあるものだ

というふうに考えております。教育委員会といたしましては、この法の理念を十分に尊重しながら、

今後とも学校と一体となって、組織的にいじめ問題に対応できる体制を充実してまいりたいという

ふうに考えております。 

○鴨田俊廣議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 続いて、本市内の小・中校で重大事態が起きた場合の本市教育委員会の対応につい

て伺います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 重大ないじめが起きた場合の対応ということですけれども、ちょっとその前

にそこまでに至らないと、ちょっと言葉に語弊がありますけれども、このいじめ問題に対応する学

校、あるいは私どもの１つのあり方といいますか、取り組みについてまず御説明させていただきた

いというふうに思います。 

  このいじめ問題につきましては、未然防止や早期発見の方策を充実させ、重大な事案にしないと

いうことが何よりも重要であります。そのため、各学校では教職員の一人一人がいじめに対する共

通の認識を持った上で、常にアンテナを高くしまして、子供の小さな変化を見逃さないように心が

けておるところであります。 

  ただ、こういう日常の観察だけではわからない子供の声を拾い上げるというためにも、相談しや

すい環境を整えたり、定期的なアンケートや面談を行ったりと、そういう取り組みを現在行ってい

るところであります。 

  また、こうした結果、いじめと考えられるような事案が発生した場合には、いかにささいなこと

であっても、学校が組織として情報を共有し、いじめを受けた児童生徒が安心して教育を受けるこ

とができるための必要な措置を講じていただくということとともに、まずは速やかに教育委員会の

ほうに報告をいただくというふうにしております。教育委員会ではこれを受けまして、外部の相談

機関とつなぐといいますか、連絡し合うと、あるいは連携し合うというようなことを支援を行うと

ともに、必要に応じて調査を行い、再発の防止に努めているところであります。 

  前段が長くなりましたけれども、議員がお尋ねになりました万が一の重大な事件が起こった場合

の対応ということでありますけれども、こういう場合には、先ほどお尋ねになりました、いじめ防

止対策推進法の中に、こういう場合の対応の仕方というふうなものが定められておりますので、教

育委員会がまずは組織を設けて調査を実施するということにしております。 

  この調査については、学校が行う場合と、それから私ども自身、教育委員会が行う場合が想定さ

れておりますけれども、いずれにいたしましても、教育委員会の責任のもとに公平性、中立性が担

保できる専門家の方々等をもって組織いたしまして、迅速に計画的な調査を行っていく必要がある



 

というふうに考えておりますし、そういうふうにしていきたいというふうに思います。また、調査

に当たりましては、関係する児童生徒、保護者への丁寧な説明、それと児童生徒の心理的な負担、

プライバシー等への十分な配慮が必要というふうに考えております。 

  なお、かかる重大事案が発生した場合は、当然のことでありますけれども、私ども教育委員会の

ほうから市長への報告ということになるわけですけれども、市長のほうで必要と認める場合には、

市長部局のほうでそういう調査をあわせて実施するということも想定しているというか、可能な旨

法制化されているところであります。この点についても申し添えておきたいというふうに思います。

以上です。 

○鴨田俊廣議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 成毛 眞さんという岩波新書で「面白い本」と、「もっと面白い本」と出され、推

薦する本があるんですが、「ランドセル俳人の五・七・五」という小林 凜君という子の本なんで

すが、推薦する本なんですね。この子は水頭症というか、超低体重出生児で、944グラムで生まれ

たので、水頭症というんですか、普通で言うと障がい者のような感じなんですが、学校に入って壮

絶ないじめを受けるわけです。この本を読んだら担任の先生も教頭も何かいじめに加担しているん

ですね。それが不登校などを繰り返しながら、俳句を詠むことによって、ことしの春小学校を卒業

して、春じゃないな、ことしの３月卒業して、４月から私立の中学校１年生になる生徒であります。 

  この本を読んで私が一番好きだと思ったのは、理解者が学校の中にいたことですね。特別支援校

の担任の先生と、あと友達が１人、理解ある子供が、生徒がいたというのがこの本に書いてありま

した。ぜひ、いじめというのは多分天童市にも起きたごとく、多分壮絶なものであろうと思います

が、それに対して法律の精神をよく発揮していただいて、いじめの生徒さんがめちゃくちゃなこと

にならないようにやっていただければいいなと私は思っています。ぜひこの本も大した値段は高く

ありませんので、図書館にそろえていただいて、ぜひ読んでいただければなと思っています。 

  続いて、次の質問に移ります。 

  2013年度の全国体力テストが12月25日に公表された。本県の結果は、80点満点中、小５男子は

53.65、同女子は55.66で、中２男子42.59、同女子48.65との数値でした。全国平均に比べると、小

５男子は低く、小５女子と中学２年生は高い傾向が出ました。 

  そこで、本市内小・中校の脳（能）・耐（体）力向上策について伺います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 議員からは脳（能）・耐（体）力向上という御質問でありましたので、学力

についてもお尋ねかなということがありますので、この部分は簡単にお答えを申しあげます。 

  学力につきましては、全国学力調査に加えまして、本市では全学年にわたって実施しております

学力検査、こういうものの結果を十分に活用しながら、今後の課題を把握し、向上策を進めておる

ところであります。 

  お尋ねの体力につきましてでありますけれども、ただいま議員から御紹介といいますか、お話し

ありました、全国体力・運動能力調査というふうなものを実施しておりますけれども、これは小学

校５年生、それから中学校２年生を対象として８種目にわたる調査を行っております。まずは、こ

の調査における本市の子供たちの現況について申しあげてみたいというふうに思います。 

  ８種目の総合点で見ますと、小学校、中学校いずれにおきましても男子は全国、それから県平均



 

を上回っております。女子は、県平均よりやや低いものの、全国平均を上回るというようなことで

ありますので、おおむねよい結果なのかなというふうに考えております。これを種目別の結果で申

しあげますと、小・中、男女いずれにおきましても、持久力といったところではすぐれているとい

うことが言えますが、握力と柔軟性、こういう種目にやや課題があるというふうに考えております。 

  こうした点を受けまして、向上策でありますけれども、本市では５年生と２年生だけでなく、同

様の体力テストを全ての学年で実施しておりまして、各学校や児童生徒一人一人といいますか、今

後の課題に合わせた向上策に取り組んでおります。そういう中で、向上策として最も重要というも

のは、体育授業の充実であります。学習指導要領の改定によりまして、体育の授業時数、これ自体

全体として増加しております。まずはこうした時間を有効に活用しながら、例えば課題となってお

ります柔軟性を高めるためのゲームを準備運動の中に取り入れるなど、意欲的に運動に親しみなが

ら、運動の素地となる基礎感覚を意図的に育てられるような工夫を行っております。このような体

育の授業だけでなく、教育活動全体の中で向上策を図っていくということも大切であります。 

  先ほど握力の面でも課題があるというふうにお答えしたところでありますが、チャレンジカード

というようなものを工夫しまして、鉄棒や雲梯、登り棒といった遊具を意欲的に挑戦する機会を設

けるなど、各学校で課題に応じた取り組みを工夫しております。また、それぞれの学校、関連する

わけですけれども、市の陸上大会や水泳大会に向けての練習や中学校の運動部の活動などは児童生

徒の体力向上に大きく寄与しているものと考えております。 

  また、今まで学校の取り組みについて申しあげてきたわけですけれども、体力を向上させるには、

学校外での運動経験がとても大切であります。家庭やスポーツ少年団などの地域でのスポーツ経験、

これは子供たちの体力の向上になくてはならない大切な機会というふうに考えております。 

  また、本市では、御案内のとおりでありますけれども、一昨年度から「さがえっこ育みアクショ

ンプラン」を推進しております。その中で、「グランドで 自然の中で外遊び」という体力を育む

ためのもの、また、こうした体力を支えるための基盤となります「早寝・早起き・家族で朝御飯」

といった生活リズムの確立に取り組んでいるところでもあります。今後ともこうした取り組みを通

じ、多くの保護者や地域の方々にかかわっていただきながら、子供たちの学力、体力、あるいはそ

の基盤となる力を育んで育ててまいりたいというふうに考えております。以上であります。 

○鴨田俊廣議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 私の子供はサッカーと剣道しか、かなりちょっといいんですが、私の子供が小さい

とき自分の地元の小学校では小さなカップをつくっていただいて、サッカーの試合を寒河江川の河

川敷でやって、何年かしてグランドに夜間照明をつけていただきました。それまでだと１週間に土

日ぐらいだった練習が、週の真ん中の夜にでも練習できるようになって、やっとこさ全国大会にも

出場できるようになりました。全国大会に行ってはぼろ負けですが、そういう種まき作業があった

おかげで、子供たちもサッカーに関しては、上手になったのかなと思っています。大変感謝してい

ます。それをさらに次につなげるためにいろんな施策を展開してほしいなと思っています。 

  次の質問ですが、昨年はカヌー場が、そして１月には屋内多目的運動場が供用開始になりました。

２月19日には総務文教常任委員会は、本市体育協会との意見交換会を行いました。そこで、本市民

体育力充実策について伺います。 

○鴨田俊廣議長 渡邉教育委員長。 



 

○渡邉滿夫教育委員長 市民の体育力の向上策、充実策についてのお尋ねであります。まず、今議員

からお話しありましたように、施設面につきましては、最上川寒河江緑地グリバー寒河江ですね、

それからことし１月にはチェリーナさがえ、屋内多目的運動場がオープンしておりまして、どちら

の施設も市内外の利用者から特色ある施設として好評を得ておりまして、そういう意味でもうかが

えますように、スポーツ環境の整備といったふうなことについては進んでいると、充実しつつある

というふうに考えております。 

  特に、チェリーナさがえにつきましては、オープンから１月ですので、２月末まで１カ月半ぐら

いでありますけれども、5,000人を超える利用者がありまして、人気の施設というふうなことで喜

んでいるところであります。 

  本市の体育力の向上という面で、まずは上のほうの競技力の向上でありますけれども、ことしと

いいますか、このたびの市体育協会の表彰式がありましたけれども、その結果を見ますと、82名の

個人と６団体が受賞の栄に浴しておりまして、こういう実績というものは大いに評価されていいの

ではないかと、大したものだなというふうに思っております。 

  特に、そのうちの４団体がスポーツ少年団の軟式野球とバレーボール大会の受賞でありましたけ

れども、県チャンピオンというふうなことでありまして、ジュニア層の活躍が目覚ましいといった

ことで、すばらしいことだなと、これまた喜んでおるところであります。 

  肝心の市民のスポーツ力の充実策という御質問でありますけれども、まず競技力の向上というこ

とにつきましては、まずは各種の競技団体と連携いたしまして、指導者の育成をまず支援していく

と。それとともに競技者の底辺、裾野を拡大すると。また、選手の育成強化にも努めていくと、こ

ういうことを引き続きやっていくと、充実していくということであります。 

  さらに、市民のスポーツ力の裾野を拡大といいますか、底辺拡大という面につきましては、御案

内の本市の新第５次振興計画、この中でスポーツに親しみ、心身の健康を育むまちづくりというこ

とを重要施策に位置づけておりまして、誰もが能力や年齢、目的に応じていつでも、どこでも、い

つまでもスポーツに親しむことができる環境づくりといったものを進めるとともに、運動としまし

ては、市民１人１スポーツ運動というふうなものを展開しております。そのために、市体育振興公

社、総合型地域スポーツクラブのアスポートさがえ、各種競技団体、それに各地区体育協会の方々

と連携したスポーツ教室、講座、各種大会などを開催してまいりたいというふうに考えております。 

  特に、26年、来年度につきましては、さくらんぼマラソン大会、６月実施予定でありますけれど

も、これまで以上に多くの皆さんに参加していただきますように、リニューアルというんでしょう

か、より充実、より魅力ある大会となるように、大会に向けて現在準備を進めているところであり

ます。 

  さらには、スポーツレクリエーション祭、ニュースポーツ出前講座といったような施策も展開し

ておりますけれども、こういうものにも力を入れながら、市民の方々が身近なところで気軽にスポ

ーツに親しむ場、機会の拡大を図ってまいりたいというふうに考えているところです。 

○鴨田俊廣議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 どうもありがとうございました。せっかく施設というか、ハードという仏さんをつ

くったわけですから、あとはソフトという魂を入れるだけだなと私は思っています。きのうの市報

も見ましたが、寒河江市にはすごいやつがいるんですよね。よく名前だけ聞くと全日本の剣道のメ



 

ンバーもおります。びっくりしました。ぜひ、てっぺんはもっと高く、裾野というか底辺は広く厚

くして市民が健全な精神というか、健全な肉体を持った市民になってほしいなと願っている一人で

す。これで質問を終わります。どうもありがとうございました。 

 

那須 稔議員の質問 

 

○鴨田俊廣議長 通告番号25番について、17番那須 稔議員。 

○那須 稔議員 今定例会の一般質問の最後となります。もう少々おつき合いのほどお願いをしたい

と思います。 

  私は新清・公明クラブの一員としまして、通告ある件に関心を持っている市民を代表しまして質

問をさせていただきますので、市長の見解をお伺いいたします。 

  通告番号25番、市立病院の経営改革ということについてお伺いをしたいと思います。 

  公立病院は、一般的に市民が健やかに暮らせるように、そしてまた、民間医療機関では非常に難

しい高度医療といいますか、そしてまた、不採算部門を担う病院として市民の命を守るという使命

を担っているわけでありまして、また地域医療の推進を図る上で重要な役割を果たしてこれまでも

経営をしてきております。 

  しかしながら、昨今の情勢でありますけれども、医師の不足とか、あるいは医療提供体制維持の

困難などによりまして、抜本的な改革の実施に踏み切ることが避けて通れないというのが大方の公

立病院ではないかなと思っております。 

  それで、これまで寒河江病院の取り組みを見ますと、平成19年に外来患者、あるいは入院患者の

低迷傾向が続くということから、診療報酬のマイナス改定なども国の精査がありまして、収益の悪

化が病院経営を直撃をしたということから、市立病院経営改革プランというものをつくっておりま

す。 

  そしてまた、平成21年にはその、平成19年に総務省のほうから策定が依頼されました公立病院改

革ガイドラインということに沿って、平成21年には市立病院の病院改革プランというものをつくっ

ております。それをつくりながら、経営の健全ということを目指してはきているんですけれども、

その中で、経営診断のためにコンサルなども常任しながら、経営健全を図ってこれまでも取り組ん

でまいりました。 

  そしてその後、県の動きがございまして、西村山地域の医療提供体系といいますか、それらの将

来ビジョンというものができ上がりまして、それを受ける形で24年３月には市立病院のアクション

プランというものをつくって推進をしてきたと。 

  市立病院においては、これまでいろんな改革に取り組んでこられたということであります。しか

し、やはり地方の自治体病院を取り巻く医療環境が年々厳しくなっているということもありまして、

市立病院におきましては平成23年度の決算で５億8,000万円、そして24年度には６億3,000万円とい

うことで、一般会計からの繰り入れがあったと。そして、これは６億円を超える一般会計の繰り入

れというのは、深刻な経営状態ではないのかなと、このように考えるわけでありまして、そしてま

た、病院の勤務医師の不足なども解消されないということも厳しいその経営状態の一因であるとい

うことと、治療件数の減少、そしてまた、患者の市外への流出、さまざまな医療収益の根幹となる



 

外来入院患者の減少が続いているということで、市立病院の経営の厳しさが年々増しているという

状況にあるのではないかなと思っております。 

  まず最初に、市長のほうから現在の市立病院の経営状態についてどのように見ておられるのか、

基本的な考えを含めながらお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 那須議員からは市立病院の経営改革について御質問がありましたので、お答えをし

たいと思いますけれども、御案内のとおり、公立病院の経営というのは独立採算が原則ということ

にはなりましょうが、一方で不採算部門を抱えるというところから、一部について一般会計が負担

することというのも認められているわけでありまして、その基準も示されているというところであ

ります。 

  市立病院の経営状況、先ほど那須議員からるるありましたけれども、平成13年以降、損失額が増

加をしてきております。一般会計から繰り出し基準以外の額を繰り出しているという状況にありま

して、特に平成20年度及び24年度は６億円を超える額となっているところであります。25年度もそ

のような額になろうとしているところでありますが、この状況、寒河江市立病院の状況は他の公立

病院の中でどういうふうな位置づけにあるのかということを申しあげますと、24年度の県内23の公

立病院の繰出金の平均を見てみますと、１ベッド当たり364万円であります。23病院の平均の１ベ

ッド当たり364万円。寒河江市立病院は１ベッド当たり504万円ということで、多いほうから４番目

であります。全体的に繰り出し金額についても多いほうの病院だというふうなところであります。 

  その多額の損失が生じている第１の要因というのは、先ほどお話しありましたけれども、患者数

が減少しているという状況であります。平成14年度常勤医師が15名いたときは、14年度ですね、入

院患者数約４万7,000人、外来患者数約10万1,000人でありました。これ頂点でありましたですね。

平成24年度では入院患者数が約２万5,000人、外来患者数が約５万1,000人ということで、半減に近

い数字になっているところであります。 

  こうした経営状況を改善していくために、先ほど議員もおっしゃいましたけれども、19年度に市

立病院独自の経営改革プランというものを策定をして、病床数を160床から125床に減らしました。

そのほか、院外処方を開始をしたり、クレジットカード支払いの導入でありますとか、地域連携室

を設置をするなどということで、経営の効率化とサービス向上に鋭意取り組んできたところであり

ます。それから、平成21年度からは国の指導によって策定をした改革プランに基づいて調理業務の

民間委託、あるいは企業債の繰上償還なども実施をしてまいりました。 

  しかしながら、改革プランの支出、出すほうの数値目標については目標を達成したところであり

ますけれども、収入の面では、先ほど申しましたけれども、患者数の増加というものを実現できま

せんで、医業収益が大きく目標を下回る結果となったところであります。我々としてもぜひ計画に

向かって努力をしたわけでありますけれども、なかなか結果が出せないということで、反省してい

るところでございます。 

  現在は24年度に策定をいたしましたアクションプランに基づいて療養病床を新設したところであ

ります。平成25年４月から26年１月まで約1,800人程度の入院患者数の増加を見ることができまし

た。しかしながら、収益的にはまだまだ改善には至ってないという状況にあります。寒河江市立病

院を取り巻く患者さんの動向というものを見てみますと、やはり山形市内の専門性の高い急性期病



 

院への依存度が増加していること、それから、市内の開業医の皆さんがふえていること、さらに、

医師研修制度の影響による常勤医師の減少などということがございまして、大変厳しい環境に続い

ているということであります。 

  市といたしましては、これまで以上に市民から寒河江市立病院を利用していただけるような環境

の整備に鋭意取り組みながら、サービスの向上と効率的な運営に努め、少しでも経営の改善が図ら

れるよう努力してまいりたいというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊 議長 那須議員。 

○那須 稔議員 今市長のほうからもございましたけれども、市立病院の経営状態については非常に

厳しい、深刻な状態だという答弁がありました。医師についても平成14年がピークで、その後どん

どんと医師の数も減っていると。これは要するに臨床研修医制度などもあったということもあるん

ですけれども、やっぱり市とすれば、その辺のところから非常に入院、外来患者も減っていると。 

  先ほどあったように、平成14年が市長からあったように14万7,000人という、これピークだった

んですね。そして、今のところは７万5,000人まで落ち込んでいるということで、半減していると

いう内容、これは非常に医療収益の根幹をなすのがやはり外来、入院の患者でありますので、その

辺をどういうふうに増加させるかと。これは前から課題があって、それぞれ先ほど言ったようにプ

ランを立てながらやってはきているんだけれども、状況的には非常に上がっていかないという、平

成14年からどんどん下がっているという、また一般会計からの繰り入れ、当然市長が言われるよう

にこれは企業経営ですから、黒字経営、当然一般会計から支援をもらわないのが基本なんですけれ

ども、やっぱり高度医療とか、不採算部門がありますから、当然そのようなところから一般会計か

らの繰り入れも基準に従って、ルールに従って入れているわけでありますけれども、ただ、それで

もやっぱり非常に大きな一般会計の負担になっているということもありますので、市長からあった

ように、それぞれ病院経営というのは非常に大変な状況だというようなことで、市長も捉えておら

れるようで、その辺に従って、その辺を踏まえながら、逐次私のほうから質問をさせていただきた

いと思います。 

  第１番目には、経営形態の見直しということについてお伺いをしたいと思います。 

  先ほど市立病院の経営状態については非常に厳しい状態だという話がございました。経営形態に

つきましては、平成19年の総務省の公立病院の改革ガイドラインというのが示されておりまして、

その中で４つの病院の経営形態ということが明示されておりまして、その後病院のほうでもその４

つの経営形態の選択肢ということで、検討されてきたようであります。その検討結果、市立病院に

ついては国保の直診施設ということもありまして、内容的には当面は地方公営企業法の一部適用と

いうものを適用させて、この経営形態というものを維持しようではないかということで、これまで

やってきたという経過があるわけです。 

  平成21年に定めました改革プランのほうにも明示になっているんですけれども、公立病院を取り

巻く情勢というのは非常に厳しいということがありまして、一刻一刻変わる社会情勢に対して今後

の環境の変化、その辺なども速やかに捉えて多様な経営形態というものを検討していくというもの

で、この改革プランの中には明示はされておられるわけでありますけれども、ここまできまして、

やっぱり先ほども市長から言われたように、大変深刻な経済状態だということになりますと、経営

形態というものをやっぱり見直していく方向性というものが必要になってくるんではないかと。 



 

  それで、総務省が示している経営形態４つあります。１つは、地方公営企業法の全面適用という

のが１点と、もう一つは、非公務員型の地方独立行政法人化というのが２つと、３つ目には、指定

管理制度の導入ということと、それから４つ目には民間譲渡と、この４つを示しているんですね。

それで、私のほうでは、やはり今の病院経営からしますと、即座にやれるというんであるならば、

地方公営企業法の全部適用といいますか、今の一部適用よりもメリットが非常に大きいということ

もありますので、その辺のところで全部適用ということについて見直していくべきではないのかと

いうことで私は考えておるんですけれども、その辺のことについて、経営責任の明確化とか、ある

いは財政面の、公営企業でありますので、明確にできるということと、公営企業会計基準に従って

その全部適用ということを真剣に考えていくべき時期ではないかなと思いますので、その辺病院開

設者としての市長の考えをお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊 議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 総務省が示す４つのパターン、先ほど御指摘ありましたけれども、我々としてもそ

の市立病院の経営改革を進めていく上で、この４つのパターンについてもいろいろ検討を進めてき

た経過があります。 

  １つずつ申しあげますと、例えば民間譲渡などについては、これは公立病院としてはなかなか難

しいところがあろうかというふうに思います。やっぱり不採算部門医療部門を切り捨てる可能性が

ある、否定できないということになってきますので、地域医療を守る観点ではやっぱり適切な選択

ではないのではないかというようなことが判断としてあろうかというふうに思います。 

  それから、地方独立行政法人化というものもパターンとしてあるわけですけれども、県内でも酒

田の日本海病院は県立病院から独立行政法人というふうになったわけですけれども、そういう場合、

課題としてはやっぱり職員の身分の移管をどうするかということもあろうかと思います。 

  それから、指定管理者というパターンもあるわけですけれども、なかなか120数床の病院が受け

入れる民間の医療法人があるのかどうかというようなことも課題、問題となるというふうに思いま

す。独立行政法人、あるいは指定管理者というのは、この２つの形態については、先ほど申しまし

たけれども、なかなか難しい面があろうかというふうにも思いますが、全国的には事例もあって可

能性もあるのではないかということで、我々はここを研究をしていきたいということも考えていま

す。 

  そして、那須議員から地方公営企業法の全部適用をすべきではないのかと、そういうふうに経営

形態を変えるべきではないのかというふうな御指摘でありますけれども、管理責任者というものを

設けて、病院の組織運営について管理責任者が柔軟に対応できるというふうになるわけであります

けれども、実際にそういうふうにして全部適用した事例なんかを拝見をいたしますと、例えばその

病院の職員の給与、あるいは採用などについては、事実上管理責任者ではなくて、設置者が決めて

いる例などが多いなどということで、実質的には一部適用と余り変わってないというような現状も

あるようであります。そういったところで、この地方公営企業法の全部適用については、今すぐそ

ういう取り組みを進めていくということにはなかなか至っていないというのが現状だというふうに

考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 公営企業法の全面適用ということについて、市長から今答弁がありましたけれども、



 

これ改革プランを21年につくる際にも検討されているということで、その今市長が述べられたよう

なことがプランの中に書かれているんですね。ただ、21年からじゃあその全面適用をしない、一部

適用をやってきてこういう結果でありますので、メリットが少ないんだけれども、やっぱりこの全

面適用をしたほうが経営の効率にとってはいいということが私あるんではないかなと思っているん

ですね。 

  今すぐやれるというのは、全面適用なんですね。さっき市長からあったように、独立行政法人と

か、あるいは民間譲渡というのは、これは相手があるわけでありますので、相手がありますから、

時間もかかるし、どうなるかわからないということなんですけれども、この全面適用になりますと、

市長の判断でできるわけでありますので、すぐできるということで、これはやっぱり今の情勢から

して一部適用から全面適用に私はすべきではないのかと、このように思っております。特に、全面

適用については、県内でも高畠町立病院とか、あるいは形態は若干、病院長が事業管理者というこ

とで、天童などもやっておられるわけでありますけれども、その辺の事業管理者を置くことによっ

て柔軟な対応ができるということと、それからいま一つは職員の給料などについても決められます

ので、当然職員に対しての経営意識というものも植えつけられるというようなことも非常に大きい

わけでありますから、やっぱりこれは全面適用を私はすべきでないのかと、このように思いますの

で、市長のほうから再度この辺について考え方をお聞きをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 私も高畠の町立病院なんかもお邪魔していろいろお話を伺ってきたこともあります。

そういった意味で、実際何もしないでいくということではいずれ済まされなくなるというような状

況が迫っておりますので、我々としてもこのおっしゃるような全部適用も含めて対応、形態の見直

しということも進めていきたいというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 それで、これからの取り組みなんですけれども、経営形態の見直しをするというこ

とになりますと、やはりいろんな御意見を入れながら最終的に決断を下していくということになっ

てくると思うんですが、その辺のところで経営形態を見直すための検討委員会といいますか、そう

いうものを立ち上げながら、その中でいろんな議論を戦わせながら、先ほどありました４点の経営

形態についてどうするかという判断を下していくということが私は大事ではないかなと思いますの

で、その辺の経営形態検討委員会の設置について、市長としてどういうふうに考えるのかお伺いし

たいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいまも申しあげましたけれども、現在の経営形態をいつまで維持できるのかと

いうことについて、現実問題としてやっぱり我々としては経営形態の見直しについても避けて通れ

ない道なのではないか、いずれそういう判断をしていかなければならん時期が来るというふうに認

識をしているところであります。もちろん寒河江市立病院単独での将来的な運営ができるのかとい

うことになりますと、必ずしもそうはならないだろうというふうに思います。市立病院含めた西村

山地域医療全体の進むべき方向などについては、これまでも西村山地域の医療体制を考える懇談会

というもので話し合われて、平成23年度に策定した西村山地域における医療提供体制将来ビジョン

というものをもとに、今市立病院のアクションプランを策定し、実行しているという状況でありま



 

す。 

  そういった状況でありますから、今後の展開についても西村山地域の医療体制を考える懇談会の

開催によって、その中での検討が１つの契機になるのではないかというふうに思っていますけれど

も、現実的には平成25年３月以降開催されておりませんので、実際開催されるということになりま

すと、協議題として北村山地域を含めた西・北村山地域全体の医療提供体制のあり方についても協

議の議題というふうに想定をされるということであります。 

  開催の時期については来年度、26年度にずれ込むという情報も入っているところであります。こ

の懇談会の中で新たな西村山地域の医療体制のビジョンの方向が示されるということになれば、そ

れに沿った方策を選択するということも１つの考えなのではないかというふうにも思います。 

  しかしながら、この懇談会にかかわらず、西村山地域における課題としては、管内の公立病院の

連携というものも大変重要だというふうに考えておりますから、山形県や各町との意見交換も重ね

ていく必要があるというふうに思っているところであります。お尋ねの病院経営形態検討委員会の

設置につきましては、こうした情報の収集を図りながら、先ほど申しあげましたような形態、御提

案のあった形態なども含めてその実現可能性の研究を進めながら設置を検討してまいりたいという

ふうに考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 経営形態検討委員会については、検討していくという御答弁がありましたけれども、

これ先ほど市長のほうからも独立行政法人化ということについては研究課題だというふうな話があ

りましたけれども、今のアクションプランを見ますと、このアクションプランの中に具体的な項目

ということで、河北病院との連携強化と、そしてまた機能分担の取り組みということでアクション

プランにうたっておりまして、医療、看護、そしてまた経営ということに対してそれぞれの分野で

連携していこうということで、アクションプランでは取り組みをされているということになってお

るわけでありますので、その辺は私もこれからのつながりとか、先ほど市長から話されました公立

病院の再編で、酒田において日本海病院と、それから酒田市立病院が再編したと、これは成功例な

んですけれども、その辺のところも市長のほうには頭にあるんではないかなと思いますので、その

辺、私もこの経営形態については全面適用に固執するのではなくて、やっぱり市民として一番最良

の形態を選んでいくと、これがやっぱり寒河江病院にとって最もいい形態であると、市民にとって

もいいと、市にとっても当然これ財政的な支援ということからしますといい経営になってくるわけ

でありますので、その辺のところを検討委員会の中で、経営形態検討委員の中で検討していくと、

議論を戦わせていくということが私は大事なところではないかなと思いますので、その辺を含めな

がら経営検討委員会の中でそれぞれお決めをしていただきたい。市民にとって最もいい選択をして

いただきたいと思います。 

  それから、２点目でありますけれども、経営を評価するための委員会の設置、今現在の寒河江市

立病院の経営を評価するための委員会の設置ということで、提案になるわけでありますけれども、

今のところ寒河江市立病院のほうでは経営の健全化ということに向けていろんな課題があるという

ことで、１年間の目標とか、あるいは目指すべき方向性ということで、計画を立てながらそれぞれ

院内組織として病院経営管理委員会というものが立ち上がっておって、その管理委員会の中でそれ

ぞれ会議を開きながら病院としての目標を定めたり、あるいは進行管理を取り組んでおられるわけ



 

でありますけれども、その辺の状況、どういうふうに取り組まれているのかお伺いをしたいと思い

ます。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 病院経営管理委員会の目標設定、あるいは進行管理などどのように取り組んでいる

かというようなことでありますが、過去数年間の延べ患者数、あるいは収益単価などを基礎といた

しまして、近年の患者動向なども勘案して入院患者数、あるいは外来患者数、収益などの診療科別

の目標を設定させていただいております。毎月開催しております経営管理委員会の中では、前月の

収支の状況や延べ患者数などの実績を報告して、目標に対しての達成率、進行度合いなどがどの程

度なのかを明らかにしながら、各部門の責任者が把握、確認しているところであります。目標に届

かなかった部門、箇所などについては、その理由を分析をして翌月の目標達成に向けて部門一丸と

なって取り組むというようなことで、今この管理委員会を進めているところでございます。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 経営管理委員会は、病院の目標に対して進行管理、それぞれ各ポジションの方々が

集まってやっていらっしゃるということでありますけれども、これまで平成21年から23年まで病院

の改革プランを病院としては実行してまいりました。その改革プランの中では、要するにこういう

形で病院経営管理委員会がそれぞれ進行管理をして、それを要するに改革プランの評価委員会とい

うのがありまして、その評価委員会で評価をしたり、助言をしたり、指導するということで、それ

ぞれ病院の方向性といいますか、助言しながらやってきたというのが平成21年から23年までの取り

組みでした。 

  今はその改革プランも終わってしまったということで、23年時点でそれぞれそのような評価委員

会が立ち上がってないと。ですから、病院内部だけでの、要するに進行管理などをやられていると。

これいい悪いは別としまして、これはやっぱり外からの方々もその意見というものも取り入れなが

ら、病院の経営というものをすることが大事なのかなと。特に、病院経営というのは一般的な方々

というのは難しいわけでありますので、例えば病院経営に特化したとか、非常に病院経営がわかる

方、そういう方々を入れるということが非常に大事なところではないのかということで、その市立

病院の今の経営形態委員会に対していろんな指導、助言、評価というものができるような、外部の

方々の評価委員会といいますか、そういうものの設置について市長としてどういうふうに考えるの

かお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 那須議員先ほど御指摘ありましたけれども、以前にも改革の取り組みの中で外部識

者から成る評価委員会を設置をして評価と進行管理を行ったという経緯がありますが、なかなか目

標が達成できなかったというような経過があるわけであります。そういった意味で、現在は内部の

委員会の中で取り組んでいるというようなところでありますが、ことしの１月からは常勤医師１名

もまたふえて10名体制に戻ったというところがあります。そういう意味では、新たなスタートをす

る時期なのではないかというふうにも我々は思っているところでありますので、議員から外部の識

者からの意見を聞くべきではないのかというような御指摘、御意見と、こういうふうに受けとめさ

せていただいておりますので、病院経営に精通している方などから適切なアドバイスなども受けな

がら、そういった意見を経営に反映させていく機会を設けていきたいというふうに考えているとこ



 

ろであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 これ改革プランの際の評価委員会というのは、要綱がありまして、10名以内という

ことで、10名以内の方々を選定しながら評価をしてきたわけでありますけれども、その際には総務

省の指導があって、それぞれ市民の声とか、いろんな団体さんということで、その中から選びなが

ら10名をしてきたわけなんですけれども、やはり市民の声非常に大事です。ただ、今病院に大事な

のは、いかに経営を安定するかということも最も大事なところで、やっぱり病院経営に対して非常

に精通している方、そういう方をやっぱり指導を仰ぐとか、助言を仰ぐ、評価をしていただくとい

うことが、私は今の病院にとって最も望ましいところではないかなということで、やっぱり人数に

おいても、先ほどの10名となってくると、なかなか意見もまとまりませんので、少数といいますか、

４名以内ぐらいの方々で助言をするというような形で、今後とも取り組んでいただきたいなと、こ

んなふうに思っているところです。 

  それでは、次に、業務の効率向上や経費の削減などに貢献できる電子カルテの導入ということに

ついてお伺いをしたいと思います。 

  この電子カルテにつきましては、厚生労働省のほうでも1990年に法的な裏づけというような通達

をしまして、真正性とか、あるいは見読性とか、保存性というような３つのことが担保できるとい

うことが前提となって、その電子カルテということが認められてきました。そして、この電子カル

テにつきましては、その導入しているような病院の場合ですと、非常に業務効率が向上されている

ということと、それから、当然人員削減にもなるということと、経費の削減にもなると、あるいは

残業が減らせるなど、いろんな利点があります。 

  特に、電子カルテの場合は紙カルテと違いまして、判読不可能な文字というようなトラブルの解

消にもなっていると。それからまた、運搬をしなくてもいいということで、運搬の削減とか、それ

から、紙カルテ室というものを設けて保存しなければなりませんので、その辺の部屋の廃止になる

ということで、その紙カルテに比べて非常にメリットが高いと、このように言われているのがこの

電子カルテであります。 

  特に、電子カルテについては結果的に医療現場の環境改善といいますか、働く者のモチベーショ

ンといいますか、そういうものの向上にも期待できるということと、それから当然病院に来る方の

信頼、評価とかにつながりますと、当然病院の来る方の増加にもつながっていくということで、患

者のサービスにもつながるというようなことでの導入の利点が高いということが言われております

ので、その辺の業務効率の向上、あるいは経費削減ということにつながっていける電子カルテの導

入についてどういうふうに考えているのかお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 電子カルテの導入についてお尋ねでありますけれども、電子カルテ、名前のとおり

なのかもしれませんが、今ある紙カルテを電子化するというようなことであります。効用・効果に

ついても先ほど御指摘があったように、手書き文字の判読不能の問題がなくなるとか、紙カルテの

運搬作業の削減及びカルテの収納スペースの大幅な縮小などもあります。また、院内のどこでも一

度に複数の医療スタッフが１人の患者のカルテ情報を共有できるようになって、チーム医療が容易

になるなどということも言われておりますし、紹介状や診断書作成時などにデータの柔軟な再利用



 

が可能となるなどということが効用として、効果としてあるというふうに言われています。 

  また、一方で、医師や患者、看護師などが電子カルテの操作に習熟する必要がありますので、入

力補助のための新たな人員の配置が必要になる場合もある。また、院外から来る紙の医療情報の電

子化など、新たな業務も発生するなどということから、業務効率が低下するようなことも考えられ

るというふうに言われております。県内の状況を見ますと、ここ数年で大学病院、あるいは県立病

院などでの導入が進んでいます。医療業界の電子化というのは今後ますます進んでいくというふう

に考えておりますので、市といたしましても、もちろん費用対効果というものも十分考慮しなけれ

ばいけませんけれども、平成27年度に予定しているオーダリングシステムの更新時などに合わせて、

電子カルテの導入などについても検討してまいりたいなというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 市長からもありましたけれども、電子カルテについては非常にメリットが高いと私

は言えるんではないかなと思っております。特に、電子カルテについては、先ほどもありましたけ

れども、紙カルテと違って当然非常にメリットが高いということもあります。今市長からあったよ

うに、27年度のオーダリングの更新に合わせてそれぞれ導入をしていくということでありますので、

その辺先ほどあったように電子カルテのメリット非常に大きいわけでありますので、それを使って

いただきながら、27年度から導入されるようにひとつ取り組みをしていただきたいと思います。 

  それから次に、休日夜間の初期救急医療体制ということについて質問をさせていただきます。 

  初期救急医療体制につきましては、22年度に県のほうで定めましたその西村山医療提供体制将来

ビジョンということの中でも、要するに今後の医療提供体制にかかわる地域のニーズというのが高

いということで、その夜間休日初期救急体制というものを確保ということでうたっております。 

  そして、現在そのプランの中では、河北病院のほうで実施している平日夜間診療、この辺の実施

状況を検証しながら、その平日休日の夜間診療体制の定点化も検討するということで、西村山の将

来ビジョンではうたっているわけでありまして、そのビジョンを受けながら寒河江においても市立

病院のアクションプランというものをつくりました。そのアクションプラン、24年３月つくったわ

けでありますけれども、そのアクションプランの中でも、要するに地区の医師会と連携して休日夜

間の初期救急体制の充実というような中で、休日夜間の診療の定点化ということで検討するという

ようになっております。 

  それで、市立病院のアクションプランを推進する上で、そのアクションプランの推進する皆様方

で山形市の医師会の運営状況、山形市医師会でやっておられますから、その辺の運営状況について

この休日夜間診療、その辺の視察をされたということを聞いておりますけれども、その辺寒河江西

村山からどのくらいの利用者があって、利用状況はどうなのか、その辺についてお伺いをしたいと

思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御指摘のとおり、平成24年12月に、在宅医療推進協議会準備委員会のメンバーの皆

さんが山形市の休日夜間診療所を視察されておられます。過日事業の実績をいただきましたので、

御披露申しあげたいというふうに思いますが、この山形市の診療所24年度の実績になりますけれど

も、年間における利用者は全体で１万8,945名となっております。そのうち、寒河江市からが744名、

西村山郡の他の４町からが合わせて326名ということで、合計西郡からは1,070名の方が診療所に行



 

っております。これは全体の5.65％に当たるということであります。男女別、年齢別、これは推計

値になるんでありますが、寒河江市からは男性が385名、女性が359名、西郡の４町では男性が169

名、女性が157名と、こういうふうになります。男女の合計でいくと、男性が554名、女性が516名

と、こういうことで、もちろん大体半分でありますが、男性は51.8％、女性が48.2％と、こういう

ことになろうかと思います。 

  年齢別では、寒河江市からはゼロ歳から14歳未満が479名、15歳以上が265名、圧倒的に小さいお

子さんが多いですね。西村山郡の４町ではゼロ歳から14歳未満が210名、15歳以上が116名というこ

とであります。合計で言いますと、ゼロ歳から14歳未満が689名、15歳以上が381名となっておりま

す。年齢別の比率でいくと、ゼロ歳から14歳未満が64.4％、15歳以上が35.6％という状況になって

いるというふうに聞いております。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 数字的ということで、山形市の医師会が運営する休日夜間診療所ということの数字

が市長から今ありましたけれども、全体的に７割ぐらいが子供さんというような数字がありました。

そして、これは私たちもいろんな機会のときに市民からも言われるんですけれども、やっぱり子供

が熱を出したりした場合に、どこに連れていったらいいのかなという要望が非常に多いと聞いてお

ります。ですから、その辺のところで定点化、要するに休日夜間診療所の定点化というのは、市民

の方も待ち望んでいるのではないかなと思っております。それで、当然これは定点化に向けて検討

するということで、アクションプランの中では言ってきて検討してきていると思いますけれども、

24年からもう２年が経過をたっているんですけれども、この休日夜間診療所の定点化についてどう

いうふうに検討されているのか、その具体的な進行状況などについてお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在の寒河江市におきます休日夜間の救急医療体制というのは御案内のとおり日曜、

それから祝日、年末年始の休みなどの医療機関の休診時における市民の初期救急医療に対応するた

めに、従来から休日当番医制度というものを採用して、これは西村山郡の医師会にお願いをして実

施をしているというところであります。 

  また、市立病院においては院内当直の医師が休日夜間を問わず毎日救急医療に対応しているとい

うことでありますが、当直医は１名体制でありますから、十分な対応ができない場合もあるという

ふうになっておりますし、患者の症状が専門外の場合でありますとか、別に救急患者に対応してい

る場合などについては他の病院への搬送をお願いするという事態もあるわけであります。 

  また、脳や心臓の疾患が疑われるなどの場合は一刻を争うということで、救急救命センターなど

への搬送を急ぐというようなこともお願いをしているというようなところでございます。定点化の

御質問でありますけれども、御案内のとおり定点化には地区の医師会、さらには市立病院などの連

携がなければなかなか実現はできないというふうに我々は感じて、思っているところであります。 

  また、休日の診療と夜間の診療を別個の課題として解決の道を探るなどということもあるのでは

ないかというふうに考えております。休日診療の定点化についてはさまざまな形態が考えられるわ

けでありますけれども、市立病院の内部でも課題の整理などをしていくというふうにも考えている

ところでございます。また、夜間の診療、平日夜間については河北病院で、夜の７時から10時まで

地区医師会から１名の会員の協力を得て実施をしているわけでありますけれども、この河北病院の



 

対応と同じようにすべきかどうか、あるいは役割分担をしていくべきなのかどうかなどということ

についてもやっぱりそこは検討していく必要があるというふうに考えているところであります。 

  いずれにしても、地区医師会の皆さんとの協議を進めていって、御協力をいただくというのが前

提であろうかというふうに思いますので、引き続き準備に向けて取り組んでまいりたいというふう

に考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 これ休日夜間の診療、医療については、先ほど市長からあったように医師会が主体

ということで、今検討されているようでありますけれども、私なかなか２年たっても進んでいかな

いんではないかなと思っております。そして、これは医師会のほうも若干事情があるのかなという

思いがありまして、先ほど市長からあったように、やっぱりこれは寒河江市立病院でも検討してい

くと、これ当然市立病院の医者がたくさんいるわけでありますので、その辺の、医者に負担はかか

りますけれども、やっぱり市民の方々の休日夜間医療というものを支えるであるならば、寒河江市

立病院のほうでもこの辺の検討をして、やっぱり設置定点化に向けて検討していくと。 

  先ほど市長からも休日夜間を切り離すという話がありましたけれども、その辺は今後の課題かと

思いますが、やっぱり市立病院のほうでもそれぞれ検討事項の中に入れていただいて、市民が待ち

望んでいる休日夜間診療でありますから、早期に検討して結論を出していただくように強く要望し

ていきたいと思います。 

  それで、次、最後になりますけれども、市立病院の経営計画についてということでお伺いをした

いと思います。 

  これまで平成19年の寒河江市立病院の経営改革プランの策定ということも話してきました。それ

から、総務省のガイドラインを受けて、それぞれ病院のほうでは平成21年から23年までの改革プラ

ンというものをやってきたというお話ししました。 

  それから、22年の県の医療体制ビジョンというものを西村山医療体制将来ビジョンというものを

受けながら、市のほうでも24年３月にアクションプランを計画したという話もしてまいりました。

それで、なかなかこの状況では寒河江市立病院としては経営健全化に向けて経営が思うようないい

方向性に至っていないという現状が見えております。それで、先ほども市長からあったように、こ

の医療が年々厳しくなっているということと、深刻な経営状態だということもありますので、その

辺を含めますと、やっぱり寒河江病院としてこれから新たに計画といいますか、経営健全化に向け

て何らかの方策といいますか、対策といいますか、その計画といいますか、そういうものをつくっ

ていくべき時期ではないのか。 

  当然アクションプランが27年まで進んでいますけれども、アクションプランというのは、先ほど

も話しましたけれども、西村山医療体制ということで、若干広がった計画だということと、地域医

療といいますか、そういうものが主体になっておりまして、この寒河江病院の経営をどうするかと

いうところまでにはなかなか踏み込んでないというのがアクションプランではないかなと思ってお

ります。 

  そういう意味では、寒河江市立病院として経営の改革をするためには新たなプランというものを

立てて経営改革に取り組んでいくべき時期ではないのかと、このように思いますけれども、その経

営改善計画といいますか、それの策定について市長の考えをお伺いしたいと思います。 



 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 那須議員御指摘のとおりであります。本当に市立病院の経営健全化というのは寒河

江市政にとりましても最重要課題の１つというふうに思っております。もちろんそれは市民の皆さ

んに利用いただく、安心してかかれる病院として再生をしていくということにほかならないわけで

ありますけれども、非常に大きい課題であるというふうに思います。 

  御指摘にありましたように、これまでも何回かにわたって計画をつくり、プランをつくり取り組

んできたということでありますが、結果的にはその目標が達成されていないというのも現実であり

ます。本当に実行可能で、あるいは逆に言えば少し大胆なというんですかね、見直しを含めた新た

な再生可能な経営改善計画というものを取り組んでいく必要があるというふうに思っているところ

でございます。 

  また、一方、国におきましてもいろんな形で計画、ビジョンというものを今つくろうとしている

ところであります。26年度に地域医療ビジョンというもののガイドラインを国のほうで示してくる

ということであります。この地域医療ビジョンというのは地域の医療需要の将来計画や医療機関か

ら報告された情報などを活用して、二次医療圏ごとに各医療機関の必要量などを含む地域の医療提

供体制の将来の目指すべき姿を示すということであります。これを各県が医療計画の一部として策

定をしていくということになっております。山形県でも平成27年度から策定をするということであ

りますが、市としてはそこまで待っていけるのかどうかわかりませんけれども、そういう策定の国

の示す内容なども見ながら、寒河江市は寒河江市としての経営改善計画というものをつくって実行

に移していかなければならないというふうに考えているところであります。 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 市長のほうからは国の動きと県の動きということで話がありました。国のほうは26

年から病院の計画といいますか、ビジョンが示されると。県のほうからは地域計画ということで27

年あたりからそれぞれ取り組まれるという話がありました。先ほど市長からもありましたけれども、

今26年ですから、当然27年から寒河江市としてもそのような計画というものをつくっていくという

ならば、そろそろ動き始めなければならないと思うんですね。当然市民アンケートとか、それから

当然これまでのプランやってまいりました。そのプランの検証とか、それをしながら最終的にやっ

ぱり先ほど市長からあったように、何回も計画があったって、要するに収益が上がらないわけであ

りますので、上がるような形で今回はつくるんだという強い決意のもとでやっぱりつくるというん

であるならば、今のうちから具体的な行動をとるべきではないかなと思っておりますので、具体的

なその辺の取り組みについて市長のほうからあればお伺いをしたいと思います。 

○鴨田俊廣議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 なかなか計画どおり実績が上がらないということになろうかというふうに思います。

全部が全部ということではありませんけれども、ただ、やっぱり問題はどこにあるのかというのは

はっきりしている。はっきりしているけれども、解決ができないという状況があるわけであります

ので、そこはやっぱりある程度意を決して取り組んでいくという姿勢がやっぱり必要な時期に迫っ

ているのではないかというふうに思いますので、そういった点も私ばかりではなくて、職員、ある

いは病院一丸となってそういう経営改善に向けた取り組みと市民に愛される病院としての取り組み

対策というものを講じてまいりたいというふうに考えているところであります。 



 

○鴨田俊廣議長 那須議員。 

○那須 稔議員 大変病院経営は難しいんですけれども、ＰＤＣＡという言葉があるんですね。これ

はプランを立てながら、実行して、評価をして、改善するという、このＰＤＣＡをうまく回すこと

によって企業は企業収益につなげています。ですから、このプラン、計画はつくるんだけれども、

実行はするんだけれども、評価、改善がなかなかやれないという、その辺のところでの非常に大き

なネックが私は病院にもあるんではないかなと、このように思っております。ですから、これのＰ

ＤＣＡを回していただいて、要するに新しいプランができるわけでありますので、そのところでＰ

ＤＣＡを回していただいて、その寒河江市立病院が市民に愛されて、またこの地域医療に貢献でき

るような病院になるように御期待をしまして、質問を終わります。 

 

散    会     午後２時５５分 

 

○鴨田俊廣議長 以上をもちまして本日の日程は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 


